
 

 

 

第４次広島県消費者基本計画の策定について 

１　要旨・目的 

　　本県の消費者行政を総合的かつ計画的に推進するため、「第４次広島県消費者基本計画」を

策定した。 

 

２　現状・背景 

　　第３次広島県消費者基本計画の振返りで見えた課題、デジタル化や高齢化等の社会環境の

変化、国の第５期消費者基本計画の方向性、県議会や県民（パブリックコメント）等の意見

を踏まえてとりまとめ、広島県消費生活審議会から適当と認める旨の答申を受け策定した。 

 

３　計画の概要 

　(1)計画の位置づけ 

　　・消費者基本法第４条、消費者安全法第４条第１項、消費者教育の推進に関する法律第10 

条第１項、広島県民の消費生活の安定と向上を促進する条例第３条に基づく県計画 

　　・「安心▷誇り▷挑戦　ひろしまビジョン」の「消費者被害の防止と救済」に係る分野別計画 

　(2)計画期間 

　　 令和７年度～令和11年度（５年間） 

　(3)基本理念 

　　 多様な主体が連携協働し、消費者の権利の尊重と自立が支援され、県民だれもが、安全で

安心な消費生活を送ることができる広島県の実現 

　(4)施策体系 

　(5)推進体制と進行管理 

　　・庁内関係部局や関係機関・団体等と連携協働を図りながら、着実に施策を推進する。 

　　・毎年度、実施状況をとりまとめ、進捗点検を行い、PDCAを回していく。 

 

４　その他（関連情報等） 

　　https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/41/syouhisyakeikaku4ji.html 

　　（広島県ホームページ：「第４次広島県消費者基本計画」）

 大項目 中項目

 

Ⅰ
消費者教育・啓発

の推進

１　様々な場における消費者教育の推進 
２　消費者教育推進のための人材養成 
３　消費者への注意喚起 
４　公正で持続可能な社会形成に貢献する消費行動の促進

 
Ⅱ

安全・安心な消費

生活環境の確保

１　商品・役務・食品の安全性や適正な表示の確保 
２　悪質な事業者の指導強化

 
Ⅲ

消費生活相談・支 

援の充実

１　消費生活相談対応（デジタル化含む)の充実 
２　高齢者、障害者、外国人等の配慮を要する消費者の支援
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第１章　計画の概要  

 

１　計画策定の趣旨 

 

　○　本県では、平成 23（2011）年２月に「広島県消費者基本計画」を策定し、以降、５年

ごとに改定を行い、関係機関等と連携して、県民が安全・安心な消費生活を送ることが

できる広島県の実現に向けて様々な施策を推進してきました。 

　〇　現在は、「広島県消費者基本計画（第３次）」（以下「第３次基本計画」という。）に基

づき、県・市町の消費生活相談窓口の充実、外国人や高齢者等の配慮が必要な消費者の

支援、消費者教育の推進を重点的な取組とし、施策を推進しています。 

　〇　第３次基本計画の期間中、県内の消費生活相談窓口に寄せられた相談件数は、横ば

い・やや減少傾向にありますが、高齢化を背景に、75 歳以上の高齢者の相談が増加して

いるほか、成年年齢が引き下げられた 18 歳、19 歳からの相談が増加傾向にあります。 

また、社会のデジタル化に伴い消費行動が大きく変化しており、インターネット上の

取引におけるダークパターン※1 などにより、誰もが一時的に脆弱な消費者となる可能性

があることや悪質で巧妙な手口が次々と現れることなどにより、インターネット上の取

引や SNS をきっかけとする消費者トラブルの相談が増加し、相談内容が多様化・複雑化

しています。 

　　　さらに、災害時に便乗した悪質商法や不確かな情報の拡散など消費者の合理的な判断

を妨げる状況も発生しているほか、SDGs（持続可能な開発目標）の目標 12 は「つくる責

任、つかう責任」であり、達成年限の 2030 年に向けて、持続可能な消費の機運を高め、

加速させていくことが求められています。 

　○　こうした、消費者を取り巻く環境変化に柔軟に対応しながら、県民の安全・安心な消

費生活の実現を目指していくため、国の第５期消費者基本計画や本県の第３次基本計画

の取組状況も踏まえ、「第４次広島県消費者基本計画」を策定するものです。 

 

２　計画の位置付け 

 

　○　この計画は、「消費者基本法」第４条、「消費者安全法」第４条第１項、「広島県民の消

費生活の安定と向上を促進する条例」（以下「条例」という。）第３条に基づき、県民の

消費生活に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため策定します。 

　○　「消費者教育の推進に関する法律」（以下、「消費者教育推進法」という。）第 10 条第

１項に基づく県の「消費者教育推進計画」としても位置付けます。 

　○　さらに、「安心▷誇り▷挑戦　ひろしまビジョン」における「消費者被害の防止と救済」

に係る分野別計画です。 

 

 

 

※1　ダークパターン：一般的に、消費者が気付かない間に不利な判断・意思決定をしてしまうよう誘導する　 
仕組みのウェブデザインなど。 
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　　　（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３　計画の期間 

 

　○　計画期間は、令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度までの５年間とします。 

　○　なお、社会経済情勢の変化等に対応するため、必要に応じて本計画を見直すこととし

ます。 

 

【関係法令等】 

○　消費者基本法第４条 

地方公共団体は、第２条の消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基

本理念にのっとり、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該地域の社会

的、経済的状況に応じた消費者政策を推進する責務を有する。 

○　消費者安全法第４条第１項 

　　国及び地方公共団体は、前条に定める基本理念にのっとり、消費者安全の確保

に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

○　消費者教育の推進に関する法律第 10 条第１項 

　　都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推

進に関する施策についての計画（都道府県消費者教育推進計画）を定めるよう努

めなければならない。 

○　広島県民の消費生活の安定と向上を促進する条例第３条 

　　県は、前条に規定する基本理念にのっとり、県民の消費生活の安定及び向上を

促進するための施策を総合的に策定し、及びこれを実施するものとする。 
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第２章　県民の消費生活の状況と社会環境の変化 

 

１　これまでの取組 

 

　　第３次基本計画は、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までを計画期間とし、

４つの基本的方向と３つの重点目標を定め、取組を推進してきました。 

 

【第３次基本計画における主な取組】 

◇ 重点項目１　県・市町の消費生活相談窓口体制の充実 

　　〇　県生活センターへの相談方法について、電話や面談に加え、メール相談の利用促進

や県ホームページにおける FAQ（よくある相談・回答）の運用を行い、県民がそれぞれ

に合った方法で相談や自己解決できる環境づくりを推進しました。メール相談件数と

FAQ サイトの表示回数は、ともに増加傾向にあります。（R5 メール相談件数：211 件

（全相談に占める割合 4.0％）、FAQ サイト表示回数：70,481 回） 

一方で、県・市町の消費生活相談窓口について広報周知を図っていますが、認知度

は 65.0％（R6.6 県調査）であり、さらに高めていく必要があります。 

○　市町の消費生活相談対応について、相談員への研修の実施、助言等を行い支援しま

した。 

市町の相談窓口開設日数は、令和元年度に比べ一部市町において減少しています。 

 

◇ 重点項目２　外国人や高齢者等の配慮を必要とする人への支援の強化 

　　〇　外国人の相談者が、同時通訳により、言葉のストレスなく支援を受けることができ

るよう、相談者、県内の消費生活相談窓口及び公益財団法人ひろしま国際センターの

３者通話の整備等を行ったほか、相談窓口の広報等を行いました。相談件数は第３次

基本計画策定前よりも増加しています。（H30：9 件、R5:43 件) 

　　〇　高齢者等、消費生活において配慮が必要な人について、高齢者等の家族を含む見守

り者向けに、市町や県警と連携し SNS 等による注意喚起を行ったほか、高齢者等と接

点の多い民間団体等と連携した情報提供を行いました。 

◇　重点項目３　自立した消費者となるための消費者教育の推進 

　　〇　学校における消費者教育は令和４（2022）年４月の成年年齢引下げに向けた学習指

導要領の改訂を受け、充実が図られました。 

高齢・一般層向けは、地域の啓発講座への講師派遣等を行いました。啓発講座の開

催数がコロナ禍で大幅に減少してから回復しておらず、働きかけや情報を届ける工夫

が必要となっています。（R1：県・22 市町 350 回、R5：県・22 市町 340 回） 

　　〇　消費者教育推進のための人づくりとして、教職員や消費者啓発講座等の講師への研

修等を実施しました。消費者トラブル以外の消費生活に関する講座の講師派遣も行っ

ていますが、他団体の取組との重複等もあり、ニーズが低調となっています。 
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２　県民の消費生活の状況 

（１）県民の消費生活に関するアンケート結果 

　ア　調査の概要 

・実施時期・方法：令和６（2024）年６月と７月（追加調査）、インターネット調査 

・調査対象：広島県内の 15 歳から 79 歳までの男女、６月：1,054 人、７月：870 人 

イ　調査結果（全体概況の項目）※その他の調査結果は、第４章の関連項目ごとに掲載 

　　　○　安全安心な消費生活を送ることに対する実感 

安全安心な消費生活を送ることが「（かなり・やや）できている」と回答した人の

割合は 54.9％、「（まったく・あまり）できていない」は 26.0％となっています。 

　　　　　　【図表１　安全安心な消費生活を送ること】（回答数 870） 

 

 

 

 

　　○　消費者被害・トラブルの経験 

　 　　　 過去３年間に消費者被害・トラブルに「遭った・遭いそうになった」人は 28.7％

おり、その内容は、架空・不当請求が 14.7％で最多となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　○　県に力を入れて欲しい取組 

　 　　   県に力を入れて欲しい取組は、「悪質事業者の取締強化」が 52.2％で最多。次い 

で、「商品の不当表示の取締強化」が 36.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２　被害等に遭った・遭いそうになった人の内容】(％、複数回答、回答数 1054)

【図表３　県に力を入れて欲しい取組（上位５項目】(％、複数回答、回答数 1054)
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（２）県と市町の消費生活相談の状況 

ア　相談件数 

○　令和５（2023）年度に県及び市町で受けた相談件数は、22,993 件で、近年は、概ね

横ばい・やや減少傾向です。これは全国の相談件数の傾向とも一致しています。 

　　　　　　　　【図表４　消費生活相談件数（広島県及び全国）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　※　棒グラフは「広島県」全体（広島県及び県内市町）で受け付けた消費生活相談件数 
　　　　　　　　　※　折れ線グラフは「全国」の消費生活相談件数 

 

　イ　契約当事者の年齢（現在の計画期間の推移） 

　　〇　契約当事者の年齢別の相談状況をみると、75 歳以上の高齢者の占める割合は、令和

２（2020）年度の 14.7％から、令和５（2023）年度には 17.1％と増加傾向にありま

す。 

　　　　　　　　　【図表５　相談における契約当事者の年齢別割合（広島県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　ウ　相談内容（現在の計画期間の推移） 

　　○　商品・役務別では、商品に関連する不審なメールや SMS、個人情報を聞き出そうとす

る電話等の「商品一般」が、多くなっています。（R4 年度を除き第 1 位） 

　　○　販売・購入形態別では、インターネット通販に関する相談が増加傾向です。 

 

（件） （万件）
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エ　近年の特徴的な動き 

　　○　高齢者のネット通販の相談が増加傾向にあります。 

　　○　また SNS をきっかけとする消費者トラブルの相談件数が増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　オ　年代別の傾向 

　（若年層（30 歳未満）） 

　　○　本県の総人口に占める若年層の割合は、26～27％台で推移していますが、全相談に

占める若年層の相談割合は、約１割と他の年齢層に比べ少なくなっています。（図表

10-1） 

　　○　商品・役務別の相談状況をみると、他の世代に比べて、出会い系サイトにおけるト

ラブル等に関する「他の教養・娯楽」の相談の割合が高く、販売購入形態別では、「イ

ンターネット通販」に関する相談が３割を超えています。(図表 11-1、2) 

　　○　若年層は消費生活相談窓口の認知度が低く、契約後に消費生活相談窓口に相談する

などの特徴があります。（図表 12、13） 

　（中年齢層(30 歳～64 歳)） 

　　○　本県の総人口に占める中年齢層の割合は、43％台で推移していますが、全相談に占

める中年齢層の相談割合は、38％台～40％台と、やや下回って推移しています。(図表

10-2) 

【図表８　高齢者のネット通販の相談

【図表６　相談件数※1 の推移(商品・役務別)】 【図表７　相談件数の推移(販売購入形態別)】

※1 件数は消費生活相談（不当・架空請求を除く）のうちの苦情件数 
※2 役務その他：副業サポート等の解約、給湯器の点検商法など

【図表９　SNS をきっかけとする 
消費者トラブルの相談件数】

※2
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　　○　商品・役務別の相談状況をみると、「化粧品」の相談が多くなっています。また、販

売購入形態別では、「インターネット通販」が最も多く、次いで、「契約前の相談」の

占める割合が高くなっています。(図表 11-1、2) 

　（高齢層(65 歳以上)） 

　　○　本県の総人口に占める高齢層の割合は、28％～29％台で推移していますが、全相談

に占める高齢層の割合は、30％～33％台と、上回って推移しています。(図表 10-3) 

　　○　商品・役務別の相談状況をみると、不審なメールや電話などの「商品一般」と、「化

粧品」に関する相談が多くなっています。また、販売購入形態別の相談状況をみる

と、「契約前の相談」が最も多く、次いで、「インターネット通販」の占める割合が高

くなっています。(図表 11-1、2) 

 

　（若年層と高齢層に共通） 

　　○　若年層と高齢層では、契約者と別の人からの相談が多く、消費者として「気づく」、

「断る」、「相談する」等の力である「消費者力」に課題があることが伺えます。（図表

14） 

 

　　　　　【図表 10　総人口、県内の全相談件数に占める若年層、中年齢層、高齢層の割合】 

 

　　　　　　　　　【10-1　若年層】　　　　　　　　　　　　　【10-2　中年齢層】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　【10-3　高齢層】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

（％）

（％）

（年度）

（％）

（年度）

（年度）
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【図表 11-1　令和５年度　年齢層別の商品・役務別の状況（上位３項目】 

※1 件数は消費生活相談（不当・架空請求を除く）のうちの苦情件数（図表 11-2 も同じ） 
※2 他の教養・娯楽：出会い系サイトにおけるトラブル等 

 
【図表 11-2　令和５年度　年齢層別の販売購入形態別の状況（上位３項目）】 

 

【図表 12　消費生活相談窓口の年代別認知度】　　【図表 13　相談窓口への年代別相談時期】　　　　　　　　　　　　　　　　　

（R6.6 広島県調）　　　　　　　　　　　　　　　　(R5 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 14　契約者と相談者の関係】（R５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
順 
位

30 歳未満 30 歳～64 歳 65 歳以上

 区分 件数 構成比 対前年度
増減率

区分 件数 構成比
対前年度 
増減率

区分 件数 構成比
対前年度 
増減率

 1
他の教 
養･娯楽

272 12.8 29.5 化粧品 718 9.3 △32.1 商品一般 673 10.7 △0.9

 2 理美容 216 10.2 △22.3 商品一般 626 8.1 9.2 化粧品 558 8.9 △5.3

 3
内職･ 
副業

131 6.2 7.4 集合住宅 445 5.8 6.7 健康食品 339 5.4 19.8

 
順 
位

30 歳未満 30 歳～64 歳 65 歳以上

 区分 件数 構成比
対前年度 
増減率

区分 件数 構成比
対前年度 
増減率

区分 件数 構成比
対前年度 
増減率

 1
インターネ 
ット通販

729 34.3 2.8
インターネ 
ット通販

2,736 35.5 △13.4
契約前の相 
談等

1,696 27.1 2.7

 2 店舗購入 486 22.9 △13.8
契約前の相 
談等

1,825 23.7 5.5
インターネ 
ット通販

1,342 21.4 13.9

 3
契約前の相 
談等

361 17.0 7.8 店舗購入 1,490 19.3 △3.2 店舗購入 1,092 17.4 3.7

（件、％）

（件、％）

※1

※2
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３　社会環境の変化 

（１）高齢化の進展と成年年齢の引下げ 

ア　高齢化の進展と高齢単身世帯の増加 

　　○　本県における高齢者（65 歳以上）の人口は年々増加しており、総人口に占める高齢

者の割合（高齢化率）は、令和２（2020）年度には 29％を超えました。 

　　○　国立社会保障・人口問題研究所の「日本の都道府県別将来推計人口」によると、令

和 12（2030）年には 31％を超すと見込まれ、高齢化が進展しています。 

【図表 15　高齢者人口及び高齢化率の推移（広島県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　出典：Ｒ２年は総務省「国勢調査」 
　　　　　　　　　　Ｒ7 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」 

　　○　65 歳以上の高齢者世帯の単身化が進行し、令和７（2025）年には、高齢者の単独世

帯が 18 万世帯、世帯主が 65 歳以上の世帯の 36.9％となる見込みです。 

　　○　その後も単身化がさらに進行（令和 22（2040）年には 20 万２千世帯、40.9％）する

ことが予測され、地域社会による支え合いの更なる弱体化が懸念されています。 

【図表 16　高齢者世帯の推移（広島県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 9 期ひろしま高齢者プラン 

 

　イ　成年年齢の引下げ 

　　○　民法の一部改正により、令和４年（2022 年）４月に成年年齢が 18 歳に引き下げられ

ました。18 歳になると、単独で有効な契約行為が可能となり、民法に規定する未成年

者取消権（未成年者が法定代理人の同意を得ないでした法律行為は、取り消すことが

できる）は行使できなくなります。 

　　　　近年、18 歳、19 歳からの相談が増加傾向にある(R3:210 件、R4:226 件、R5:246 件）

等、ライフステージの早い段階からの消費者教育・啓発の重要性が増しています。 

(万人) （％）

（年）

（千世帯） （％）

（年）
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　ウ　在留・訪日外国人の増加 

　　○　広島県内在住の外国人の人口は、コロナ禍の影響等により一時減少しましたが、令

和６（2024）年１月１日時点の外国人人口は約６万１千人、県の人口に占める割合

は、約 2.2%となっており、増加傾向にあります。訪日外国人も、コロナ禍の影響等に

より大幅に減少しましたが、令和５年は約 268 万人と回復しつつあります。 

　　　　　　　　【図表 17　外国人人口と県の人口全体に占める割合の推移（広島県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　出典：住民基本台帳（各年１月１日時点） 

（２）デジタル技術の飛躍的な発達と取引のグローバル化 

　　○　インターネットやスマートフォンを利用して、希望する商品・サービスを選び、ク

レジットカードや電子マネー等で代金を決済する取引形態が急速に普及しており、消

費者は手元に現金がなくても希望する商品・サービスがいつでも手に入るなど、消費

者の利便性や快適性は飛躍的に向上しています。一方で、ダークパターン※１の出現や

規制対象外の決済制度※2 等により、デジタル空間における消費者問題は複雑化・多様

化し、インターネットに不慣れな人のほか、誰もが一時的に脆弱な消費者となる可能

性があります。 

　　○　経済産業省の「電子商取引に関する市場調査」によると、電子商取引の市場規模

は、令和５（2023）年は 24.8 兆円と年々大きくなっており、市場規模の拡大ととも

に、スマートフォンでの取引比率も増加しています。また、令和５（2023）年のキャ

ッシュレス決済比率は 39.3％となっており、特にコード決済が増加しています。 

　　　　【図表 18　電子商取引 BtoC※3 の市場規模（全国）】 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」 
 
※2　規制対象外の決済制度：利用時から実際に代金を支払うまでの期間が２カ月以内の、クレジットカード

の一括払い、コンビニ後払い、キャリア決済等は割賦販売法の規制対象外となっている。 
※3　BtoC：「Business to Consumer」の略。企業から個人消費者に向けたサービスの提供のこと。 

 

(人) （％）
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　　　　　　　　【図表 19　スマートフォン経由の物販の BtoC※3 市場規模（全国）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」 

 

【図表 20　キャッシュレス決済比率（全国）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省「キャッシュレス決済比率」 

 

　(３) 災害等に便乗した悪質商法等への対応 

　　○　災害等に便乗した悪質商法の発生や不確かな情報の拡散が消費者の合理的な判断

を妨げることが懸念されます。 

 

（４）持続可能な社会の実現に向けた社会的要請の高まり 

　　　○　SDGs（持続可能な開発目標）の目標 12 の「つくる責任、つかう責任」では、生産

者（事業者）とともに、消費者も責任ある行動をとることが求められています。 
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第３章　計画の基本的な考え方 

 

１　基本理念 

多様な主体が連携協働し、消費者の権利の尊重と自立が支援され、 

県民だれもが、安全で安心な消費生活を送ることができる広島県の実現 

２　総括的な目指す姿 

消費者教育や啓発を受ける機会の広がり等により、県民が消費生活に関する知識を身に

付け、適切な行動を実践する力を高めています。 

また、事業者の自主的な取組への支援、啓発、指導を行うこと等により、県民が不安を

感じることなく商品・役務を選択できる環境づくりが進んでいます。 

さらに、県民が不安を感じた時や消費者トラブルに遭った時に、それぞれに合った方法

で、相談や支援を受けることができ、消費者被害の防止と救済が一層図られています。 

これらによって、より多くの県民が、安全で安心な消費生活を送ることができていると

実感しています。 

　◇総括指標 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※R6 年 7 月インターネット調査、回答数 870） 

　 

　３　施策体系 

 

 指標名 現状値(R6)※ 目標値(R11)

 
安全安心な消費生活を送ることが 

できていると思う人の割合
　　　54.9％ 60.0％

 大項目 中項目

 

施策Ⅰ
消費者教育・啓発

の推進

１　様々な場における消費者教育の推進 
２　消費者教育推進のための人材養成 
３　消費者への注意喚起 
４　公正で持続可能な社会形成に貢献する消費行動の促進

 
施策Ⅱ

安全・安心な消費

生活環境の確保

１　商品・役務・食品の安全性や適正な表示の確保 
２　悪質な事業者の指導強化

 
施策Ⅲ

消費生活相談・支 

援の充実

１　消費生活相談対応（デジタル化含む)の充実 
２　高齢者、障害者、外国人等の配慮を要する消費者の支援
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第４章　施策の展開 

 

　施策Ⅰ　消費者教育・啓発の推進　　 

　◇目指す姿 

　◇成果指標 

    　　　　　　　　　　　　　　　(※R6 年 6 月 インターネット調査、回答数 1,054。事業目標も同じ) 

　◇事業目標 

 

（参考）消費者教育・啓発に関する経緯等 

　　○　社会の高齢化、デジタル化、グローバル化等が進むにつれ、消費者が身につけてお

くべき知識は日々変化しており、消費生活に関する教育の充実の必要性が高まる中、

消費者教育を総合的かつ一体的に推進することを目的として、平成 24（2012）年に消

費者教育推進法が施行されました。 

　　○　この法律において、「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消

費生活に関する教育及びこれに準ずる啓発（消費者が主体的に消費者市民社会の形成

に参画することの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含む）とされて

います。 

　　　　また、「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様 

性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたっ 

て内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、 

公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会とされています。（消費者教育推 

進法第２条） 

 

 

 
総括的な 

目指す姿

　消費者教育や啓発を受ける機会の広がり等により、県民が消費生活に関

する知識を身に付け、適切な行動を実践する力を高めています。

 

５年後の 

目指す姿

消費者を取り巻く環境が著しく変化する中にあっても、行政、教育機

関、関係団体など多様な主体の連携協働の促進等により、県民が消費者教

育や啓発を受ける機会が広がり、消費生活に関する知識を身に付け、「気

づく」、「断る」、「相談する」などの行動を実践する人の割合が高まってい

ます。 
また、消費者が公正で持続可能な社会形成に積極的に参画する“消費者

市民社会”への関心を高め、環境や社会等に配慮した消費行動が広まって

います。

 指標名 現状値(R6)※ 目標値(R11)

 
消費者被害・トラブルに遭わないよう 

日常的に意識したり行動している人の割合
50.1％ 54.1％

 指標名 現状値(R6) 目標値(R11)

 消費者教育を受けて内容まで覚えている人の

割合
46.7％ 51.7％

 
消費者問題を身近と感じる人の割合 61.1％ 71.6％



- 15 -

（参考）消費者教育・啓発に関する調査結果 

○　県が実施した調査によると、消費者教育を受けた経験があると答えた人の割合は、

全体で 20.3％となっていますが、図表 21 のとおり、年代毎に大きな差がみられます。 

　　　　　　　　　　【図表 21　消費者教育を受けた経験】　　　(％、回答数 1054) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇　上記と同じ調査で、「被害等に遭わないため重要なこと」を尋ねたところ、図表 22 

のとおり「消費者自身の知識習得」が 82.9％で最多となっています。 

【図表 22　被害等に遭わないために重要なこと】(％、複数回答、上位５項目、回答数 1054) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　様々な場における消費者教育の推進 

（１）学校教育における消費者教育の推進 

ア　小学校、中学校、高等学校・特別支援学校 

【現状と課題】 

○　学校教育では、児童及び生徒の「生きる力」を育むことを目指して、基礎的・基本的な

知識・技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力、判断力、表現力その他の能力を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うことが重要

であるとされています。 

　　平成 29（2017）年から平成 31 年（2019）年にかけて順次改訂された小学校、中学校、高 

等学校及び特別支援学校の学習指導要領では、消費者教育に関する内容の充実を図ること

とされています※4。 

 

 
※4　学習指導要領の改訂の具体例：中学校では、自立した消費者を育成するために、計画的な金銭管理、消

費者被害への対応、高等学校では、消費生活と生涯を見通した経済の計画、といった内容が新設され

た。 
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　　また、成年年齢の引下げにより、成年と未成年が混在することとなる高等学校及び、視

覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病弱者である生徒に対する教育を行う特別支援

学校高等部では、公民科と家庭科において、消費生活に関する内容を第２学年までに指導

します。 

　　さらに、知的障害者である生徒に対する教育を行う特別支援学校高等部では、家庭科等

において、取り扱う学年や具体的な指導内容を適切に定め、消費者教育に関する内容につ

いて計画的に指導します。 

○　国は、実践的な能力を身に付ける消費者教育教材を活用した授業の実施を推進すると

し、実施に当たっては、消費者庁が作成した高校生向け消費者教育教材「社会への扉」を

全国の学校に提供し、活用を促しています。 

○　県・市町の消費生活相談窓口に寄せられた、18 歳未満を契約当事者とした相談件数は、近

年 300 件程度で推移しています※5。内容は、小・中学生では、オンラインゲームの課金トラ

ブルを含む「他の教養・娯楽」、高校生では、「他の教養・娯楽」や「化粧品」が多い状況が

見られ、年代に応じた啓発が必要です。 

【取組の方向】 

○　学習指導要領に基づき、自立した消費者として必要な、商品・サービスの情報を正しく

理解できる力など、消費生活に関する、基礎的な知識や判断力等を身に付けさせる教育活

動を推進します。 

○　各学校や教育関係機関に対し、県や関係団体等が実施している講師派遣や教材に関する

情報提供等を行い、年代の特性に応じた内容の工夫などにより、学校における実践的な消

費者教育を支援します。 

 

イ　大学・専門学校等 

【現状と課題】 

○　大学・専門学校等の学生は、入学を機に、親元を離れて一人暮らしを始めたり、契約 

の主体になるなど、生活面での環境が大きく変化することの多い年代です。また、社会 

経験が少ないことから、様々な消費者トラブルに巻き込まれる可能性も大きくなりま 

す。 

　○　被害に遭わないだけではなく、マルチ商法に見られるような、被害者が自ら加害者に

なる場合もあることに気付くなど、消費者として責任をもって行動できるようになるた

めの取組が必要です。 

　○　県から大学・専門学校等に対しては、啓発リーフレットやメールマガジンの送付、講 

　　師派遣等を行っていますが、講師派遣は十分活用されているとは言えない状況です※6。 

【取組の方向】 

　○　大学・専門学校等に対し、入学後のガイダンスや社会に巣立つ前の就職セミナー等の

機会をとらえた啓発講座実施の働きかけや啓発リーフレットの送付など、大学等におけ

る消費者教育を支援します。 

○　大学における講義を利用して、学生等に被害防止対策の指導を行います。また、県内

全大学と構築している「ひろしま安全・ 安心学生ネットワーク」を活用し、学生等に対

して防犯情報を発信し、周知を図ります。 

※5　県・市町の消費生活相談窓口に寄せられた 18 歳未満を契約当事者とする相談件数 
R2:341 件、R3：308 件、R4：287 件、R5：302 件 

※6　R2：1 か所、R3:6 か所、R4：8 か所、R5：9 か所 
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ア・イ共通 

【現状と課題】 

○　図表 21（15 ページ）のとおり、10 歳代、20 歳代は、他の年代に比べ、消費者教育を

受けた経験の割合は高いものの、内容を覚えていない割合等も一定程度あることから、

定着に課題があることがうかがえます。 

　○　近年、スマートフォンの普及等を背景に、インターネットや SNS を悪用した消費者被 

害・トラブルが増加しています。とりわけ個人が利用している SNS 等で勧誘される犯罪

や悪質商法等、一連の流れがスマートフォンの操作のみで完結する場合は、外部から見

えづらく、被害の水際阻止が非常に困難であることから、消費者が被害に遭わないよう

意識・行動することが一層重要となっています。 

    　また、キャッシュレス決済が普及し、支払い手段が多様化しており、消費者一人ひと 

りが、それぞれのメリットやデメリットを理解した上で、適切に利用することが必要で 

す。 

さらに、自らが誤った情報を拡散したり、加害者にもならないよう注意が必要です。 

 

【取組の方向】 

○　行政、教育機関、消費者団体、専門家団体など、多様な主体が連携協働して、参加者

の特性や理解度などを踏まえた効果的な消費者教育の推進を図るとともに、県が関係機

関・団体の間に立ってコーディネートするなど、繰り返し学ぶ機会が拡充されるよう取

り組みます。 

○　SNS を含むインターネット上の取引やキャッシュレス決済における注意点等、被害・ト

ラブル回避のための知識や、若年層に多い最新の被害・トラブル事例等について啓発す

るほか、被害・トラブルに遭った時に備え、契約時の画像等、証拠になるものの保存等

の対応や相談窓口等について啓発します。 

○　学校や大学等を対象とした、サイバー犯罪被害防止教室を開催するなど、被害防止に

向けた様々な広報啓発活動を実施します。 

 

（２）地域における消費者教育の推進 

ア　地域・全体 

【現状と課題】 

　（消費生活に関する啓発講座等） 

　　○　県や市町は、地域で開催される消費生活に関する啓発講座に講師を派遣するなど、

開催支援していますが、コロナ禍に開催回数が大幅に減少し、回復途上にあります。

市町調査(R6.1 県調査)によると、「住民からの講座開催や講師派遣の要望がない・少な

い」といったニーズの掘り起こしや広報啓発全般における、機会やノウハウ不足等が

課題としてあげられています。 

○　図表 21（15 ページ）のとおり、消費者教育の経験は、若年層で高く、年齢の上昇 

に伴い低下するため、ライフステージに応じた取組が必要です。　 
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　（社会のデジタル化への対応） 

○　近年、スマートフォンの普及等を背景に、インターネットや SNS を悪用した消費者

被害・トラブルが増加しています。とりわけ個人が利用している SNS 等で勧誘される

犯罪や悪質商法等、一連の流れがスマートフォンの操作のみで完結する場合は、外部

から見えづらく、被害の水際阻止が非常に困難であることから、消費者が被害に遭わ

ないよう意識・行動することが一層重要となっています。 

        また、キャッシュレス決済が普及し、支払い手段が多様化しており、消費者一人ひ

とりが、それぞれのメリットやデメリットを理解した上で、適切に利用することが必

要です。 

さらに、自らが誤った情報を拡散したり、加害者にもならないよう注意が必要で

す。 

　（様々な分野の消費者教育） 

　　○　食品や住まいなどの購入・契約や金融経済、日常生活に関連する法律の知識など、

安全安心な消費生活に役立つ知識や情報を提供し、啓発していく必要があります。 

（地域における防犯意識の向上） 

○　高齢者等を狙う特殊詐欺※7 や自転車盗み、車上狙いなどが後を絶ちません。 

 

【取組の方向】 

　（消費生活に関する啓発講座等） 

　○　市町や地域団体等が行う啓発講座の開催等を促進するため、行政や消費者団体等の

多様な主体が行う取組の情報提供や県が関係機関・団体の間に立ってコーディネート

を行うほか、教材の提供や講師の確保、オンライン開催など受講しやすい環境整備を

図ります。 

　　○　幅広い県民の関心を喚起するため、消費者月間や学校・大学等の夏休み期間などタ

イミングをとらえ関係団体等と連携し広報啓発します。 

　（社会のデジタル化への対応） 

　　○　年代ごとの特性を踏まえ、SNS を含むインターネット上の取引やキャッシュレス決済

における注意点等、被害・トラブル回避のための知識や、最新の被害・トラブル事例

等について啓発するほか、被害・トラブルに遭った時に備え、契約時の画像等、証拠

になるものの保存等の対応について啓発します。また、デジタルリテラシー（一定程

度のデジタル技術を使いこなすための知識や能力）が高まるよう取り組みます。 

　　○　被害防止に向けて、サイバー犯罪被害防止教室や幅広い世代への啓発を実施しま

す。 

　（様々な分野の消費者教育） 

　　○　食品表示や住宅性能表示などに関する消費者教育・啓発や関係機関と連携した金融

経済教育や法教育等の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

※7　特殊詐欺：電話その他の通信手段を用いて、対面することなく被害者をだまし、不正に調達した架空・  
他人名義の預貯金口座に現金を振り込ませる等してだまし取る詐欺 
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（地域における防犯意識の向上） 

○　地域における防犯意識を高めるため、高齢者等を対象とした防犯教室や地域安全推

進指導員※8 の研修、情報提供等を行います。 

○　在宅中でも固定電話を留守番電話に設定することや迷惑電話防止機能を有する機器

を活用し、悪質な電話勧誘による被害に遭わないようよう啓発します。 

 

イ　家庭・職場 

【現状と課題】 

　　○　家庭教育は全ての教育の出発点であることから、保護者等が子供に金銭や物を大切

に扱う意識を身に付けさせていくことが重要ですが、県・市町の消費生活相談窓口に

は、18 歳未満を契約当事者とした相談が、毎年 300 件程度寄せられるなど、課題がう

かがえます。 

○　社会に出てからは、消費生活に関するトラブルや犯罪に関する学びの場が少ない現

状にあります。また、県から企業・職場への消費生活に関する講座の講師派遣は、年

１回程度と活用が進んでいません。 

【取組の方向】 

　　○　県ホームページや啓発講座等を通じ、子供の発達段階に応じて子供と保護者に対

し、必要な情報提供等を行います。 

　　○　国（文部科学省等）や関係機関が発信する消費者教育に関する情報を、市町や PTA

連合会等に情報提供します。 

○　事業者・事業者団体に対する啓発講座の働きかけや開催支援等を行います。 

　　○　職域安全推進連絡員※9 や職場防犯リーダー※10 に対する防犯情報の提供や研修を行 

います。 

 

 

２　消費者教育推進のための人材養成 

（１）教員等への研修や情報提供の充実 

【現状と課題】 

○　中学校、高等学校及び特別支援学校の教員を対象とした、消費者教育指導者研修会を

開催し、１回あたり 20 名程度の参加がありますが、内容や開催方法など、ニーズを踏ま

え効果的に実施する必要があります。 

○　県から地域の啓発講座に派遣する講師は、消費者問題等、専門分野に精通した人材で

すが、本県における消費者被害・トラブルの傾向や事例を情報提供するなど、講座の充

実に向け支援する必要があります。 
 

 

 

※8　地域安全推進指導員：「減らそう犯罪」ひろしま安全なまちづくり推進条例において、公安委員会より　 
委嘱を受け、地域における安全確保及び犯罪防止活動に関する指導等を行う者のこと。 

※9　職域安全推進連絡員：「減らそう犯罪」ひろしま安全なまちづくり推進条例において、公安委員会より

委嘱を受け、職域における安全確保及び犯罪防止活動に関する連絡調整等を行う者のこと。 

※10 職場防犯リーダー：「減らそう犯罪」ひろしま安全なまちづくり推進条例において、事業者は地域社会 
の一員として、自主防犯活動に取り組むこととされており、その活動を促進するリーダーとして選任さ　　 
れた者のこと。 
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【取組の方向】 

○　実践的な消費者教育が実施されるよう、研修の内容や実施時期、受講方法等について

調整し、教員を対象とした研修を実施します。 

○　県から講師として派遣する人材への研修や情報提供を行うほか、他団体が行う消費生

活に関連のある講座等に対して、情報提供を行う等支援します。 

 

 

（２）福祉分野等の人材・団体等への情報提供の充実 

【現状と課題】 

　○　高齢者等と、日ごろから身近に接する、民生委員、介護支援専門員（ケアマネージャ

ー）、訪問看護員（ホームヘルパー）等が、消費生活に関する知識を深めておくことが大

切ですが、近年は福祉関係団体等の会議における事例の説明などにとどまっています。 

 

【取組の方向】 

　○　福祉関係団体等に対し、啓発講座を働きかけるとともに、高齢者等に多い被害事例や

注意点などについて積極的に情報提供を行います。 

 

 

３　消費者への注意喚起 

（１） 相談状況のモニタリングとタイムリーな注意喚起 

【現状と課題】 

○　新たなツールや手口による消費者トラブルが発生しています。また、災害時等に便乗

した悪質商法や不確かな情報の拡散など消費者の合理的な判断を妨げる状況も発生して

います。 

○　特殊詐欺※7 や SNS 型詐欺※11 など、次々に新たな手口による犯罪が発生しており、犯罪

情報等について、タイムリーに情報発信し被害を防止することが必要です。 
 

【取組の方向】 

　○　県・市町の消費生活相談窓口における相談状況のモニタリングを行い、急増している

悪質商法や新たな手口やツールによる消費者トラブルなど、消費者被害の拡大が疑われ

る事案を早期に探知し注意喚起するほか、災害時等にも、県ホームページや SNS 等でタ

イムリーな注意喚起を行います。 

また、市町とも連携し、特定の地域で被害事例が発生している場合などは、市町から

県への速やかな情報共有を依頼するとともに、該当市町や県警等とも連携し注意喚起を

行います。 

　○　犯罪情報等について、県警のホームページや SNS 等をはじめとする、あらゆる広報媒

体を活用した広報啓発を推進します。 

 

 

 

 

※11　SNS 型詐欺：SNS 等を通じて対面することなく交信を重ね、心理的安心感を与え、様々な名目で金銭　　 
をだまし取る詐欺 
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(２) 相談窓口・相談方法等の広報周知 

【現状と課題】 

〇　県ホームページの消費者啓発関連サイトは、様々な情報が掲載されているものの、必 

　要な情報にたどり着きにくいとの指摘があります。 

　○　県と市町の消費生活相談窓口について、県ホームページやウェブ広告等により広報周

知を図っていますが、県調査(R6.6)で、知っている人の割合は 65.0％であり、さらに高

めていく必要があります。 

○　住宅や建築、医療や食品等、県庁内の様々な相談窓口と連携を図っており、相互に周

知・広報を図っています。また、弁護士会、司法書士会など専門家団体の県民向け相談

会や広島県多重債務者対策協議会※12 の構成機関等が実施する無料相談会等も開催されて

おり、広報し活用を促す必要があります。 

【取組の方向】　 

○  県ホームページの消費生活に関するサイトを、利用者にとって、わかりやすく使いや

すいサイトに改善するなど、効果的な情報発信に取り組みます。 

○　県の消費生活相談窓口における多様な相談方法や市町の消費生活相談窓口、暮らしに

関する様々な分野の相談窓口や関係機関の取組等について、引き続き、広報周知を行

い、相談窓口の活用を促します。 

 

４　公正で持続可能な社会形成に貢献する消費行動の促進 

【現状と課題】 

　○　平成 27（2015）年に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」で掲げる SDGs（持続可能な開発目標）の目標 12 は「つくる責任、つかう責任」で

あり、消費者も消費行動を通じて貢献していくことが求められています。 

（エシカル消費の普及） 

○　「エシカル（倫理的・道徳的）消費」とは、環境や人、地域等に配慮した消費行動で

あり、消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題

に取り組む事業者を応援しながら消費活動を行うこととされています。 

○　県調査によると、「マイバック・マイカップ等を利用する」が 57.4％など、具体的な行

動の一部は一定の浸透が見られますが、「エシカル消費」という言葉の認知度は、全体で

は 34.１％と十分に知られていません。 

【図表 23　エシカル消費の実践状況】　　　【図表 24　エシカル消費の認知度（年代別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※12 広島県多重債務者対策協議会：多重債務問題を抜本的に解決するため、国が策定した「多重債務問題改

善プログラム」を踏まえ、関係機関が一体となって多重債務者に関する対策を協議する会議。関係機関

９団体が構成員となり、５団体がオブザーバーとなっている。 

【具体的な行動】（上位５項目） 
１　マイバック・マイ箸・マイカップ等を利

用する：57.4％ 
２　電気をこまめに消すなど省エネを実践す

る：50.9％ 
３　地産地消の食品を購入する：33.9％ 
４　環境に配慮した製品を購入する：21.3％ 
５　災害や緊急事態宣言時等に過度な買 

いだめや買い急ぎはしない：15.1％

（図表 23・24 とも R6.6 県調査。回答数 1054）
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（環境教育・学習の推進） 

　○　小・中・高等学校では、学習指導要領に基づき、環境教育が行われています。 

また、地域における環境学習の支援や環境保全活動に対する県民の意識向上に取り組

んでいますが、環境教育や啓発活動が県民の実践意欲を十分に高めるものとなっていま

せん。 

（食品ロス削減） 

　○　食品ロスは、生産、流通、販売に至るフードサプライチェーンの各段階やその後の消

費段階において、様々な要因により発生しています。県民一人ひとりが食品ロス問題を

我が事として捉え、理解するだけにとどまらず行動に移すことが重要です。 

（カスタマーハラスメントに関する啓発） 

　○　消費者が企業や事業者に対し、商品・役務に関する正当な意見や苦情を伝えることは

消費者の権利ですが、消費者の従業員等に対する行き過ぎた言動である、カスタマーハ

ラスメントが問題となっています。 

 

【取組の方向】 

（エシカル消費の普及） 

○　様々な場における消費者教育・啓発、県ホームページ等での情報発信を通じ、エシカ

ル消費の認知向上や普及を図ります。 

（環境教育・学習の推進） 

○　学習指導要領に基づき、持続可能な社会形成のための知識や制度等に関する環境教育

を行います。 

○　学校、企業、団体等からの要請を受け、テーマに沿った環境学習の講師を派遣するほ

か、「ひろしま環境の日」行動宣言（マイバック持参、エコ製品購入、地産地消等の活動

に賛同し実践することを宣言）への参加促進を図ります。 

（食品ロス削減） 

　○　食品ロス削減を推進するため、消費者に対し、食品の期限表示の正しい理解、事業者

が行う食品ロス削減に資する取組への理解を促し、手前どり、外出時の食べきり・持ち

帰り等を促進します。 

（カスタマーハラスメントに関する啓発） 

　○　消費者と事業者が健全な市場の形成等に向け、共創、協働するパートナーとして高め

ていくことができるよう、カスタマーハラスメントとされる事例や適切な意見の伝え方

等について啓発します。 
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施策Ⅱ　安全・安心な消費生活環境の確保　　 

　◇目指す姿 

　◇成果指標 

◇事業目標 

 

 

１　商品・役務・食品の安全性や適正な表示の確保 

（１）各種法令に基づく検査等の実施 

【現状と課題】 

　○　消費者が自主的・合理的に商品、役務、食品等を選択するためには、商品等の安全性

の確保や適正な商品等の表示が前提となっています。このため、県では各種法令に基づ

く立入検査や事業者団体との情報交換等を行い、商品等の安全性の確保と消費者事故※13 

の発生防止を図っています。また、製品事故等の情報を、県民に情報提供しています。 

　○　近年では、中古車販売業者における不正検査問題や機能性表示食品による健康被害等

が発生し、県内の消費生活相談窓口にも、苦情や不安の声が寄せられました。 

　○　インターネット取引の普及を背景に、県内の消費生活相談窓口には、ネット上の表示

に関する苦情や相談が増加傾向にあります。（R3：231 件、R4:330 件、R5:360 件） 
 

【取組の方向】 

○　商品・役務・食品の安全性や適正な表示を確保するため、事業者・事業者団体の自主

的※14 な取組への支援、法令順守を図るための啓発、各種法令に基づく検査、監視、指導

等を適正に実施し、適切に県民に情報提供します。 

　○　製品事故や健康被害が発生した場合は、迅速に県民に情報提供を行います。 

 
※13　令和５（2023）年度に、消費者安全法に基づき、関係行政機関等から、消費者庁に生命・身体被害 

に関する消費者事故等として通知された事案は 5,635 件（自動車や家電製品からの火災発生等） 

※14  「広島県民の消費生活の安定と向上を促進する条例」では、第４条に「事業者の責務」として、消費

者の安全及び消費者との取引における公正の確保や苦情処理体制の整備等を規定している。また、第

４条の２に「事業者団体の役割」として、事業者と消費者との間に生じる苦情の処理の体制の整備、

事業者自らがその事業活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他の消費者の信頼を確保するため

の自主的な活動に努めることを規定している。 

 
総括的な 

目指す姿

　事業者の自主的な取組への支援、啓発、指導を行うこと等により、県民が不

安を感じることなく商品・役務を選択できる環境づくりが進んでいます。

 

５年後の 

目指す姿

事業者や事業者団体が、商品・役務の安全性の確保や公正な取引等のために

行う自主的な取組への支援や啓発、各種法令に基づく検査や指導等の着実な実

施や災害時・緊急時における消費生活の安定に関する取組、さらには、巧妙化

する悪質な事業活動への速やかで厳正な対応等により、消費者が不安を感じる

ことなく商品・役務を選択できる環境づくりが進んでいます。

 指標名 現状値(R5) 目標値(R11)

 
悪質商法が疑われる消費生活相談の割合 52.7％ 52.2％

 指標名 現状値(R5) 目標値(R11)

 職権や消費者等からの相談で探知した被疑事

案のうち対処した件数の割合
100％ 維持
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　＜主な法令ごとの取組概要＞ 

○　商品・役務の安全性 

（製品安全） 

・消費生活用製品安全法、家庭用品品質表示法に基づく、立入検査、指導 

・液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく、ＬＰガス販売事業

者等への立入検査、指導 

・消費者安全法に基づく、製品事故等の情報取集と国への通知や消費者への迅速な周知 

（食品） 

・食品衛生法に基づく、食品等事業者への監視指導、食品等検査による違反食品等の排

除、自主衛生管理の促進 

　 ・広島県食品安全推進協議会（消費者団体、生産者団体、事業者団体、学識経験者、市町

等で構成）における情報共有、協議等 

（福祉サービス） 
・老人福祉法に基づく、有料老人ホームの立入検査や指導 

（貸金業） 

・貸金業法に基づく、広島県知事登録貸金業者に対する立入検査、指導 

（建設業） 
　 ・建設業法に基づく、建設事業者に対する指導、関連法令の周知のための説明会、建設業

許可業者に対する立入検査、指導 

（宅地、建物、不動産取引、住まい） 

・宅地建物取引業法に基づく、宅地建物取引業者の事務所への立入検査、是正指導 

・不動産関係団体と関係行政機関で設立した、不動産取引の適正化に関する連絡会におい

て情報交換を実施 

・「広島県建築安全安心マネジメント推進協議会」（特定行政庁や関係団体等で構成）を通

じた、安全安心で質の高い建築物の確保の取組の推進 

・「ひろしま住まいづくり支援ネットワーク」において関係事業者団体等と情報交換を実

施 

 

○　商品・役務等の表示、計量、広告等の適正化 

（景品表示） 

・「不当景品類及び不当表示防止法」（以下、「景品表示法」という。）に基づき、インター

ネット上を含む不適正な表示の監視、事業者への助言、指導や事業者が自主的に設けて

いる事業者団体である公正取引協議会の取組を支援 

（計量検査等） 

　 ・計量法の適正な実施のため、検定・検査、計量証明検査、立入検査等の実施や事業者に

対しセミナーや研修等により適正表示の普及啓発を実施 
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（食品表示） 

　 ・食品表示基準で定める品質事項や、米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝

達に関する法律で定める産地情報の表示の適正化を図るため、小売店や製造加工業者に

対する確認調査や相談対応、表示の根拠となる米穀事業者の遵守事項や農産物検査の監

視指導の実施 

　 ・広島県食品表示対策連絡会において、県庁内の関係部局が連携して、食品の表示に関す

る諸問題に対応 

（医薬品等広告） 

　 ・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく事業者へ

の適正な広告指導や虚偽又は誇大広告等の禁止規定に違反した事業者への指導等 

 

（２）安全安心な消費生活の環境確保につながる取組の促進 

【現状と課題】 

（消費者の視点に立った事業活動） 

　○　消費者の視点に立った自主的な取組を積極的に行っている事業者や団体について、消

費者が認識し、消費行動につなげることで、さらに安全安心な消費生活を送ることがで

きる社会に近づくことが期待されるため、広報周知を図る必要があります。 

（公益通報者保護制度） 

　○　事業者等による一定の違法行為を通報した労働者等を、解雇や降格等の不利益な取扱い

から保護する「公益通報者保護制度」について、事業者のコンプライアンス確保のため、

制度の周知と、通報への適切な対応を推進していく必要があります。 

（事業者の情報セキュリティ対策） 

　○　事業者の情報システムが悪意ある集団にハッキングされ、事業活動に損害を与えると

ともに、消費者の個人情報が流出する事案が発生しており、事業者の対策を促進する必

要があります。 
 

【取組の方向】 

（消費者の視点に立った事業活動の促進） 

　○　県が行っている事業者の自主的な取組を推進する認証制度※15 や国が推進する「消費者

志向経営」（事業者が消費者と共創・協働して社会的価値を向上させる経営）の取組、ま

た、各業界の公正競争規約（消費者庁と公正取引委員会の認証を受けて、景品表示法の

規定に基づいて自主的に定めたルール）の取組等について、広報周知を図ります。 

（公益通報者保護制度の周知等） 

　○　県ホームページにより、公益通報の対象、通報先、通報の際の注意点などの周知を図

るとともに、事業者に対しコンプライアンス経営の重要性、必要性について啓発を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 
※15　県の認証制度：広島県食品自主衛生管理認証、「安心！広島ブランド」特別栽培農産物認証・トレーサ 
　　　ビリティシステム認証 
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（事業者の情報セキュリティ対策の促進） 

　○　事業者を対象としたサイバー犯罪防止対策教室を開催するなど、事業者向けのセキュ

リティ対策を強化します。 

（３）生活関連物資の安定供給と注意喚起 

【現状と課題】 

　○　県民の消費生活との関連性が高い物資（以下「生活関連物資」という）の物価等の動

向を継続的に把握し、定期的に情報提供しています。 

　○　大規模な自然災害の発生時には、住宅補修等の生活基盤の再建に乗じた悪質商法や遠

隔地で発生した場合でも、寄付金をかたった悪質な勧誘が発生しています。コロナ禍で

は、マスクの買い占めや高額での転売などが発生しました。 

　　　県では、情報発信基準を整理していますが、状況に応じ適切に対応できるよう、見直

しを図っていく必要があります。 

○　災害時における生活関連物資の供給や流通の確保のため、関係団体や民間事業者等と

の災害連携協定の締結等を行っています。 

【取組の方向】 

　○　生活関連物資の物価等の動向を継続的に把握し、定期的に情報提供します。また、生

活関連物資の価格等に大きな影響がある場合には、条例に基づく物資の指定・調査等を

実施します。 

　○　災害時・非常時には、悪質商法のほか、商品の買い占めや高額転売など、便乗した消

費生活に関わるトラブルが発生するおそれがあることから、注意喚起を積極的に実施す

るほか、消費者としての適切な行動を呼びかけます。 

　また、災害時・非常時における情報発信に関する対応を整理し、市町等との共有を図

ります。 

○　災害時には、県と関係団体等が締結している物資の調達等に関する基本協定に基づ

き、生活関連物資の供給を図ります。 

 

２　悪質な事業者の指導強化 

【現状と課題】 

○　近年、SNS 型投資詐欺※16、ロマンス詐欺※17 が急増し、令和６(2024)年 10 月末時点の

県内の発生件数は 291 件、被害額は約 31 億 856 万円と、深刻な状況になっています。特

殊詐欺※7 も、高齢者を中心に引き続き発生しています。 

　○　県内の消費生活相談では、ネット上の表示等に関する苦情や相談が増加傾向にありま

す（R3：231 件、R4:330 件、R5:360 件）。また、SNS をきっかけとした投資詐欺等のトラ

ブルについて、令和５(2023)年度に 358 件と過去最多の相談が寄せられています。 

 

※16  SNS 型投資詐欺：SNS 等を通じて対面することなく交信を重ね、投資アプリに誘導するなどし、虚偽の  
利益を表示する方法などにより心理的安心感を与え、架空の投資を継続させながら、投資金名目や利

益の出金手数料名目などで金銭をだまし取る詐欺 

※17　SNS 型ロマンス詐欺：SNS、マッチングアプリなどを通じて対面することなく交信を重ね、恋愛感情や 
親近感を抱かせながら、投資に誘導し、投資金名目や出金手数料名目などで、交際の継続等を前提と

した様々な名目で金銭をだまし取る詐欺 
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○　消費者トラブルの多い訪問販売などの取引形態について、事業者が守るべきルール等

を定めている「特定商取引に関する法律」（以下、「特定商取引法」という。）※18 は、令

和３年の改正で、通信販売の契約の申込み段階において消費者を誤認させるような表示

の禁止や売買契約に基づかないで送付された商品を消費者が直ちに処分できる規定が盛

り込まれました。 

また、景品表示法※19 は、令和５年の改正により、優良誤認・有利誤認表示等の違反行

為に対する抑止力の強化など、消費者の利益を守る法規制の強化が図られています。 

　○　こうした法改正の内容を含め、事業者が守るべきルールやガイドラインについて、理

解が不十分なまま事業を行っているケースがあります。 

○　悪質な違法行為を行う事案は、県境をまたぐケースを含め、引き続き発生しており、

今後、高齢化の進展による被害の増加や潜在化が懸念されます。 

　　　【図表 25　特定商取引法及び条例に基づく事業者指導の状況】　　（単位：件） 

【図表 26　景品表示法に基づく事業者指導の状況】　　　　　　　（単位：件） 

 

【取組の方向】 

○　消費者被害が疑われる相談情報の迅速な把握に努め、インターネット上の問題広告を 

含め、不適切な営業行為を行う事業者や悪質な事業者に対して、特定商取引法や景品表 

示法等に基づき、営業行為の改善や法令順守等の指導、行政処分など厳正に対処しま 

す。また、犯罪が疑われる事案を探知した場合などについては県警に情報提供する等、 

連携を図ります。 

○　特定商取引法に基づく、勧誘、契約、解約時における問題点等について、事業者団体

への講師派遣や個別の助言、情報提供等を行います。 

○　広域的に違法行為を行っている悪質事業者への対応や効果的な指導・取締りについて

情報交換し、手法の改善などにつなげるため、「中国地方悪質事業者対策会議」等を通じ

て、国及び近隣県、警察の相互の連携強化を図ります。 

 

 

　※18　特定商取引法：事業者による違法・悪質な勧誘行為等を防止し、消費者の利益を守ることを目的と

し、 具体的には、訪問販売や通信販売等の消費者トラブルを生じやすい取引類型を対象に、事業者

が守るべきルールと、クーリング・オフ等の消費者を守るルール等を定めている 

　※19　景品表示法：商品やサービスの品質、内容、価格等を偽って表示を行うことの規制や過大な景品類　 
の提供を防ぐために景品類の最高額の規制等。 

※20　事業者指導：事業者に対して、法令違反のおそれのある不適切行為について指摘し、改善や法令遵 
守を指導したものなどをいう。 

※21　業務改善要請：法令に違反する程度が悪質であるなどの場合に、文書又は口頭により業務の改善を　 
要請し、事業者から改善内容の報告を求めるものをいう。 

※22　行政処分：特定商取引法に基づく指示又は業務停止命令、業務禁止命令をいう。 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度

 事業者指導※20 107 89 79 83

 業務改善要請※21 ６ ４ ５ ５

 行政処分※22 ２ ３ ２ ２

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度

 事業者指導 6 15 7 4
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　○　警察による悪質事業者の取締りについては、被害の拡大防止と抑止のため、継続して

取り組みます。また、県民、事業者、行政など幅広い関係者・機関が参画する「広島県

「減らそう犯罪」推進会議」等を通じ、犯罪の起こりにくいまちづくりを推進します。 
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施策Ⅲ　消費生活相談・支援の充実　　 

　◇目指す姿 

　◇成果指標 

　（※県・市町の消費生活相談窓口（県分は FAQ 含む）、国の機関、警察、弁護士、地域包括支援センター、 
メーカー・購入先等。現状値は、R6 年 6 月 インターネット調査。回答数 1,054。事業目標も同じ） 

　◇事業目標 

 

（参考）県と市町の法律上の役割 

 
 
 
 
※23　消費生活センター:消費者安全法により、次の４要件を満たすものとされている。 

①消費生活相談員資格を有するなど専門的な知識・経験を有する者を配置 
②全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET（パイオネット））※24 の設置 
③週４日以上開設 
④消費生活センターの組織・運営等を条例で規定 

※24　全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET（パイオネット））：独立行政法人国民生活センター

のデータベースと都道府県等の消費生活センターを結び、相談情報を集約するシステム。相談事例等

が検索でき、新たな被害の把握や類似相談の確認が可能。また、集約されたデータは、施策立案に活

用される。 

 
総括的な 

目指す姿

県民が不安を感じた時や消費者トラブルに遭った時に、それぞれに合った方

法で、相談や支援を受けることができ、消費者被害の防止と救済が一層図られ

ています。

 

５年後の 

目指す姿

消費者教育・啓発によって、行政をはじめ様々な相談窓口を知っている県民

の割合が増えるとともに、県と市町の消費生活相談窓口機能の維持・向上を図

ること等により、県民が不安を感じた時や消費者トラブルに遭った時に、行政

をはじめ専門的な窓口に相談する割合が高まり、個々の解決・救済と社会全体

の被害の拡大防止につながっています。 

また、高齢者、障害者、外国人等、消費生活に配慮を要する人について、行

政や民間団体など多様な主体が情報提供や見守り活動において連携協働し、よ

り支援が届くようになっています。

 指標名 現状値(R6) 目標値(R11)

 過去３年間に消費者被害・トラブルに遭

った・遭いそうになった人のうち、専門

的な窓口※に相談した人の割合

　　　43.2％ 47.7％

 指標名 現状値(R6) 目標値(R11)

 県・市町の消費生活相談窓口を知ってい

る人の割合
65.0％ 67.5％

 指標名 現状値(R5) 目標値(R11)

 情報提供した高齢者と見守り者数 
（人数／年）

3.2 万人 3.9 万人

 県 市町

 ・消費生活センター必置※23 

・広域的な相談対応や市町村への

助言、援助、調整等を実施 

・消費生活センター設置は努力義務 

（11 市で設置。消費生活相談窓口は全市町で設置） 

・消費者からの苦情相談対応、苦情の処理のための

あっせん、住民への情報提供を実施
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１　消費生活相談対応（デジタル化含む）の充実 

（１）消費生活相談窓口の認知向上 

【現状と課題】 

　○　県と市町の消費生活相談窓口について、県ホームページやウェブ広告等により広報周

知を図っていますが、県調査(R6.6)で、知っている人の割合は、全体で 65.0％であり、

さらに高めていく必要があります。 

また、年代別では、30 歳未満で 56.0％、30～64 歳は 62.0％、65 歳以上で 84.9％と、

特に若年層で低い状況です。（図表 12、9 ページ参照） 

○　県では、県民が、それぞれに合った方法で相談や解決を図ることができるよう、メー

ル相談の利用促進や県ホームページの FAQ サイトの運営を行っていますが、メール相談

の認知度は、17％（R5 県調査）と低い状況にあります。 

【取組の方向】 

○　県と市町の消費生活相談窓口や、多様な相談方法（電話、面談、メール相談、FAQ サイ

ト）について、年代の特性を踏まえた広報により、認知を高め、利用されるよう取り組

みます。 

 

（２）多様化・複雑化する相談への対応力の維持・向上とデジタル化の推進 

【現状と課題】 

（相談対応力の維持・向上） 

○　商品・サービスの提供事業者のみならず、取引の場である、デジタルプラットフォ 

ーム※25 や決済機能の提供事業者、情報・広告提供者等が、多層的に関わる相談が増加し

ているほか、デジタル化の進展等により、次々と新たな商品・サービスが生み出され、

キャッシュレス決済の利用の増加や決済手段の多様化も進み※26、相談内容が、多様化・

複雑化しています。 

　○　消費生活相談窓口では、まずは契約者自らがトラブルの解決を図ることができるよう

助言や情報提供を行いますが、相談者が高齢等により自力での交渉が困難と見込まれる

場合や事業者が悪質と考えられる場合など、必要に応じて、相談者と事業者のあっせん

を行っており、近年、あっせんの割合が高まっています※27。 

○　消費生活相談員が１人体制の市町（R6 年４月時点：16 市町）や開設日数が週４日以下

の相談窓口(７市町)では、単独での相談員育成は困難なため、県全体で育成を図ってい

く必要があります。 

　○　消費者トラブルは、生活に関する幅広い相談が寄せられることから、解決や救済にあ

たっては、様々な機関・団体との連携協働が必要です。 

（デジタル化の推進） 

○　県では、デジタル技術を活用した非対面での相談・解決手段として、メール相談の利

用促進や県ホームページの FAQ サイトの運営を行っていますが、メール相談の認知度

は、17％（R5 県調査）と低い状況にあります。 

※25　デジタルプラットフォーム：インターネット上のショッピングモールやフリマアプリ、マッチングサ 
　　　イトなどのこと。 

※26　令和５年度に県内の相談窓口に寄せられたキャッシュレス決済を伴う相談件数は 3,895 件と、10 年間　　 
で約 2.7 倍に増加 

※27　あっせん率の推移：R2:8.8％、R3：8.7％、R4：10.9％、R5：9.6％ 
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○　国は、令和 8（2026）年度に、全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）※24

の大幅刷新を予定し、消費生活相談業務のデジタル化や相談データの分析強化等の方向

性を示しており、円滑な導入を図っていく必要があります。 

【取組の方向】 

（相談対応力の維持・向上） 

○　「消費生活相談員に対する体系的な研修計画」（令和３（2021）年度策定）に沿って、

相談員の経験年数に応じた研修の受講を促進するとともに、県においても研修や事例検

討会を通じ、次々と生み出される新たな商品・サービスや取引形態、多様化する決済手

段に伴う被害・トラブル事例等に関する最新の知見を得る機会を提供し、県と市町の相

談対応力の維持・向上を図ります。 

○　多様化・複雑化する消費生活相談に対応するため、弁護士等の専門家による助言を受

ける体制確保を図ります。なお、相談で解決が見込めない事案について、必要に応じて

広島県消費者苦情処理委員会による調停を実施します。 

○　相談対応にあたっては、市町、県警、国の関係機関、広島弁護士会、適格消費者団体

（次頁参照）、消費者団体、事業者団体、ADR※28（裁判外紛争解決手続き）、福祉関係団

体、広島県多重債務者対策協議会※12、公益社団法人広島被害者支援センター※29 など、

様々な機関・団体や相談窓口との連携を図ります。 

（デジタル化の推進） 

○　相談対応の充実や消費生活相談員の負担軽減につながるよう、国の取組と歩調を合わ

せ、消費生活相談業務のデジタル化を着実に進めるとともに、市町においてもデジタル

化に円滑に対応できるよう支援します。また、相談業務や相談情報の分析等の場面にお

ける、AI を含むデジタル技術の活用について、国等の取組の動向を注視し、必要な検討

を進めていきます。 
 

（３）市町の消費生活相談対応機能の支援 

【現状と課題】 

○　県全体の消費生活相談件数の 77.3％は市町の窓口が担っており、特に、中山間地域で

は高齢者の来所相談の割合が高いなど、市町の窓口が重要な役割を担っています。 

【図表 27　市町における来所相談の状況】 

 

 

（中山間地域は、県中山間地域振興計画の定義と同じ 10 市町） 

○　令和３年度に「県・市町相談対応連携マニュアル」を策定し、相談の難易度に応じた

対応（ヘルプデスク（相談員間の専用電話）の利用や県との共同処理、県への移送（エ

スカレーション））を整理し、県と市町の連携促進を図っています※30。 

 

※28　ADR「裁判外紛争解決手続き」：「Alternative Dispute Resolution」裁判によらず公正中立な第三者が　　　　　 
当事者間に入り、話し合いを通じて解決を図る手続のこと 

※29　公益社団法人広島被害者支援センター：犯罪被害者やその御家族等を支援する民間団体。「犯罪被害者

等早期援助団体」として広島県公安委員会の指定を受けている。 

※30　「県・市町相談対応連携マニュアル」による連携促進：市町調査(R6.1 実施)では、県に相談しやすく  
なった(17 市町)、適切な相談につながった(９市町)　等の声がある。 
また、ヘルプデスクの利用が増加した。（R2:159 件、R3:148 件、R4：183 件、R5：208 件） 

 区分 中山間地域 その他の地域

 高齢層（65 歳以上） 45.5％ 21.4％

 その他の層（～64 歳） 40.2％ 16.0％
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○　県が市町を対象に行った調査によると、今後の課題として、有資格者※31 の確保や人材

育成、開設日数の維持等が挙げられており、相談機能が低下する懸念があります。 

～市町が懸念している今後の主な課題～（※R6.1 調査。上位３項目。市町は該当３項目を選択） 

・有資格者の確保：17 市町 

・相談員のスキルアップや育成：８市町、 

・窓口の開設日数時間の現状維持：７市町 

【取組の方向】 

　○　「県・市町相談対応連携マニュアル」に沿って、県のヘルプデスクを通じた市町への

助言や県へのエスカレーションを実施するなど、市町の実情を踏まえながら連携、支援

を図ります。 

　○　国と連携して、消費生活相談を担う相談員の養成に向けた研修を実施するほか、本県

でも消費生活に関する専門資格を有する人材の確保に取り組みます。 

（４）消費者団体訴訟制度の周知と活用促進 

【現状と課題】 

　○　消費者被害の未然防止・拡大防止や集団的な被害回復のため、内閣総理大臣が認定し

た消費者団体が消費者に代わって事業者に対して差止請求や損害賠償の裁判手続きをす

ることができる消費者団体訴訟制度について、認知を高める必要があります。本県で

は、特定非営利活動法人消費者ネット広島が、差止請求を行うことができる適格消費者

団体※32 認定されています。 

【取組の方向】 

　○　消費者団体訴訟制度や適格消費者団体について、県ホームページ等により、広報周知 

を図ります。 

 

 

２　高齢者、障害者、外国人等の配慮を要する消費者の支援 

【現状と課題】 

　○　高齢者や障害者など、判断能力の低下等によって、自ら被害に気付きにくく、また助

けを求めることが困難な状態にあることが懸念される消費生活に配慮を要する人につい

ては、県ではこれまで、家族など見守り者向けの SNS や福祉関係団体の会議などで注意

喚起を行ってきましたが、県内の高齢単身者や高齢の夫婦のみ世帯が増加することが見

込まれているほか、地域コミュニティの衰退等によって人々のつながりが弱まってお

り、より支援が届く取組が必要となっています。 

　○　障害のある人が相談しやすい環境づくりのため、県の相談窓口では、県障害者支援課

と連携し、手話通訳の対応を行っているほか、メール相談の広報、広報資料への音声コ

ードの貼付等を行っています。 

 

 
※31　有資格者：消費者安全法第 10 条の３に規定する消費生活相談員、独立行政法人国民生活センターが 

付与する消費生活専門相談員、一般財団法人日本産業協会が付与する消費生活アドバイザー、一般財  
団法人日本消費者協会が付与する消費生活コンサルタントがある。 

※32　適格消費者団体：内閣総理大臣の認定を受けて、不特定かつ多数の消費者の利益のために差止請求権

を行使することのできる消費者団体をいう。全国に 26 団体ある（令和６年 12 月末現在）。また、上記

消費者団体のうち、内閣総理大臣の認定を別に受けて、相当多数の消費者に生じた財産的被害等を集

団的に回復するため、被害を受けた消費者から授権を得て被害回復裁判手続を追行することのできる

特定適格消費者団体がある。全国に４団体ある（令和６年 12 月末現在）。  
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○　外国人については、県ではこれまで、公益財団法人ひろしま国際センターと連携した

通訳確保のための３者通話の導入や在日外国人向けの県ホームページサイトで相談窓口

の広報などを行ってきていますが、今後も在日・訪日外国人の増加が見込まれており、

日本語の会話や理解が不十分なこと等に伴う、消費者被害・トラブルの発生が懸念され

ます。 

【取組の方向】 

○　高齢者等と関連のある民間団体・企業等と連携し、高齢者等本人やその家族等、見守 
り者向けの情報発信を行います。また、成年後見制度に係る団体等とも連携しつつ、成年　 
後見制度等、被害の防止や回復に資する制度の周知等を図ります。 

○　国が推進する「消費者安全確保地域協議会」※33 について、県設置の検討や市町の実　　 

情も踏まえながら、市町における設置促進を図り、県、市町、県警、民間団体等、多 

様な主体が連携し、配慮が必要な消費者に対する見守りネットワークが構築されるよ 

う取り組みます。 

　○　配慮を要する人の相談支援については、関係機関と連携し、相談対応状況等を踏ま 

え、随時、相談対応の改善を図るなど、引き続き、相談しやすい環境づくりに取り組み 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※33　消費者安全確保地域協議会：消費者安全法第 11 条に基づく取組で、見守り活動の中で発見された消　　 
費者被害を消費生活センター等につなげる仕組み。法定の協議会とすることで、構成員間で見守り　 
対象者に関する個人情報を共有することが可能（個人情報保護法の例外規定が適用される。本人の同 
意が取れない場合でも消費生活センターにつなぐことができる）。 
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第５章　計画の推進体制と進行管理　 

 

１　推進体制 

　○　施策の推進にあたっては、県庁内の関係部局をはじめ、教育委員会や警察本部等とも

連携を密にしながら着実に推進します。 

また、県内市町のほか、国の機関、他の都道府県、消費者団体、事業者団体、適格消

費者団体、弁護士会等の専門家団体、福祉関係団体等とも連携協力を図りながら推進し

ます。 

　○　広島県消費生活審議会や消費者団体等との意見交換会等を通じ、県民意見等の把握に

努め、施策への反映を図ります。 

 

２　進行管理 

　○　本計画の具体的施策については、毎年度実施状況を取りまとめるとともに、成果指標

や事業目標の達成状況を点検します。 

　○　点検結果を広島県消費生活審議会に報告して意見を聴取し、県のホームページで公表

します。 
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　広島県民の消費生活の安定と向上を促進する条例 

　消費者行政をめぐる国と県の動き（年表） 

　策定経緯 

 

 

参考資料



- 36 -

 
 
 
 
 

第一章　総則（第一条―第六条の二） 

第二章　広島県消費生活審議会及び広島県消費者

苦情処理委員会の設置（第七条―第十

六条） 

第三章　消費者の権利の擁護及び増進に関する施

策（第十七条―第二十四条の五） 

第四章　苦情の処理及び訴訟の援助に関する施策

（第二十五条―第二十九条の二） 

第五章　生活関連物資に関する施策（第三十条―

第三十二条） 

第六章　削除 

第七章　雑則（第三十五条―第四十条） 

附則 

第一章　総則 

（目的） 

第一条　この条例は、県民の消費生活に関し、消費

者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力

等の格差を踏まえつつ、消費者の利益の擁護及び

増進に関する施策の推進に関し、基本理念を定

め、県及び事業者の果たすべき責務並びに事業者

団体、消費者及び消費者団体の果たすべき役割を

明らかにするとともに、消費者の利益の擁護及び

増進に関する施策その他必要な施策を定めること

により、県民の消費生活の安定及び向上を促進す

ることを目的とする。 

（基本理念） 

第二条　消費者の利益の擁護及び増進に関する施策

の推進は、県民の消費生活における基本的需要が

満たされ、その健全な生活環境が確保される中

で、次に掲げる消費者の権利が尊重されるように

するとともに、消費者の年齢その他の特性に配慮

しつつ、消費者が自らの利益の擁護及び増進のた

めに自主的かつ合理的に行動することができるよ

う消費者の自立を支援することを基本として行わ

れなければならない。 

一　商品又は役務により、生命、身体又は財産が

侵されない権利 

二　商品又は役務について、不当な取引条件を強

制されず、不当な取引行為を行わせない権利 

三　商品又は役務を適切に選択し、適正に使用又

は利用をするため適正な表示を行わせる権利 

四　消費生活を営むために必要な情報が速やかに

提供される権利 

五　消費生活に関する学習の機会が提供される権

利 

六　消費者の意見が県の施策及び事業者の事業活

動に適切に反映される権利 

七　商品若しくは役務又はこれらの取引行為によ

り不当に受けた被害から速やかに救済される権

利 

（県の責務） 

第三条　県は、前条に規定する基本理念にのつと

り、県民の消費生活の安定及び向上を促進するた

めの施策を総合的に策定し、及びこれを実施する

ものとする。 

（事業者の責務） 

第四条　事業者は、第二条に規定する基本理念を踏

まえ、その供給する商品及び役務について、次に

掲げる責務を有する。 

一　消費者の安全及び消費者との取引における公

正を確保すること。 

二　消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提

供すること。 

三　消費者との取引に際して、消費者の知識、経

験及び財産の状況等に配慮すること。 

四　消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に

処理するために必要な体制の整備等に努め、当

該苦情を適切に処理すること。 

五　県が実施する消費生活に関する施策に協力す

ること。 

２　事業者は、消費者に供給する商品及び役務につ

いて、環境の保全に配慮するとともに、当該商品

及び役務について品質等を向上させ、その事業活

動に関し自らが遵守すべき基準を作成すること等

により消費者の信頼を確保するよう努めなければ

ならない。 

（事業者団体の役割） 

第四条の二　事業者団体は、事業者の自主的な取組

みを尊重しつつ、事業者と消費者との間に生じる

苦情の処理の体制の整備、事業者自らがその事業

活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他の

消費者の信頼を確保するための自主的な活動に努

めるものとする。 

（消費者の役割） 

第五条　消費者は、自ら消費生活に必要な知識を修

得し、自主的かつ合理的に行動するよう努めるも

のとする。 

２　消費者は、消費生活に関し、環境の保全及び知

的財産権等の適正な保護に配慮するよう努めるも

のとする。 

（消費者団体の役割） 

第五条の二　消費者団体は、消費生活に関する情報

の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対す

る啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済の

ための活動その他の消費者の消費生活の安定及び

向上を図るための健全かつ自主的な活動に努める

ものとする。 

（市町との連携） 

広島県民の消費生活の安定と向上を 

促進する条例 

（昭和５１年３月２９日条例第１号） 
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第五条の三　県は、この条例に定める施策の実施に

ついて、市町の協力を求めるものとする。 

２　県は、市町が実施する消費生活の安定及び向上

に関する施策について、必要な情報の提供及び技

術的支援その他の協力を行うものとする。 

（啓発活動及び消費者教育の推進） 

第六条　県は、消費者の自立を支援するため、消費

生活に関する情報提供及び知識の普及等消費者に

対する啓発活動を推進するとともに、消費生活に

関する教育を充実するよう必要な施策を講ずるも

のとする。 

（消費生活相談等） 

第六条の二　消費者安全法（平成二十一年法律第五

十号）第十条第一項の機関は、環境県民局に置か

れる同法第八条第一項各号に掲げる事務及びこの

条例に基づき知事が行う事務を分掌する内部組織

（以下「消費生活担当課」という。）とする。 

２　消費生活担当課に、前項に規定する事務を掌理

する長及び必要な職員を置く。 

３　消費生活担当課の名称及び住所並びに消費者安

全法第十条の三第二項に規定する消費生活相談の

事務を行う日及び時間は、広島県報で公示するも

のとする。公示した事項を変更しようとするとき

も同様とする。 

４　知事は、消費者安全法第八条第一項各号に掲げ

る事務の実施により得られた情報の漏えい、滅失

又は毀損の防止その他の当該情報の適切な管理の

ために必要な措置を講じるものとする。 

第二章　広島県消費生活審議会及び広島県消費者苦

情処理委員会の設置 

（広島県消費生活審議会の設置） 

第七条　知事の諮問に応じ、県民の消費生活に関す

る重要事項を調査審議するため、知事の附属機関

として広島県消費生活審議会（以下「審議会」と

いう。）を設置する。 

（審議会の組織） 

第八条　審議会は、委員二十人以内で組織する。 

２　審議会の委員は、次に掲げる者のうちから知事

が任命する。 

一　消費者を代表する者 

二　事業者を代表する者 

三　市町を代表する者 

四　学識経験を有する者 

（審議会の委員の任期等） 

第九条　審議会の委員の任期は、二年とする。ただ

し、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

２　審議会の委員は、再任されることができる。 

（審議会の会長） 

第十条　審議会に会長を置き、委員の互選によつて

これを定める。 

２　会長は、会務を総理する。 

３　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指

名する委員が、その職務を代理する。 

（部会） 

第十一条　審議会に、部会を置くことができる。 

２　部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこ

れに当たる。 

３　部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

（審議会の庶務） 

第十二条　審議会の庶務は、環境県民局において処

理する。 

（広島県消費者苦情処理委員会の設置） 

第十三条　事業者が消費者に供給する商品又は役務

に関し消費者から生じた苦情（以下「消費者苦

情」という。）を解決するための調停を行うほか、

消費者が事業者を相手に提起する訴訟の援助に関

する事項を調査審議するため、知事の附属機関と

して広島県消費者苦情処理委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。 

（委員会の組織） 

第十四条　委員会は、委員五人で組織する。 

２　委員会の委員は、学識経験を有する者のうちか

ら知事が任命する。 

（準用） 

第十五条　第九条、第十条及び第十二条の規定は、

委員会について準用する。 

（委任） 

第十六条　この章に定めるもののほか、審議会及び

委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

第三章　消費者の権利の擁護及び増進に関する施策 

（危害の防止） 

第十七条　事業者は、その欠陥により消費者の生

命、身体又は財産に危害を及ぼすことが明らかな

商品又は役務（以下「欠陥商品等」という。）を供

給してはならない。 

２　事業者は、消費者に供給した商品又は役務が欠

陥商品等であることが明らかになつたときは、直

ちに知事にその旨を報告するとともに、当該商品

又は役務の供給の中止、当該商品の回収又は周知

その他危害を防止するため必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第十八条　知事は、事業者が消費者に供給する商品

又は役務が、その欠陥により消費者の生命、身体

又は財産に危害を及ぼすおそれがあると認めると

きは、速やかに必要な調査を行うものとする。 

２　知事は、前項の規定による調査の結果、当該調

査の対象となつた商品又は役務が欠陥商品等であ

ると認めるときは、当該商品又は役務を供給して

いる事業者に対し、その旨を通知するとともに、

前条第二項に規定する措置を講ずるよう指導し、

又は勧告するものとする。 
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３　知事は、前項の規定により勧告した場合におい

て必要があると認めるときは、当該勧告を受けた

事業者に対し、当該勧告に基づいて講じた措置及

びその結果について、報告を求めることができ

る。 

（危害防止のための立証要求） 

第十八条の二　知事は、前条第一項の調査の結果又

は途中において、事業者が消費者に供給する商品

又は役務が、その欠陥により消費者の生命又は身

体に重大な危害を及ぼすおそれがあると認めると

きは、その商品又は役務を供給する事業者に対

し、資料の提出その他の方法により、その商品又

は役務が安全であることの立証を要求することが

できる。 

（緊急危害防止措置） 

第十八条の三　知事は、事業者が消費者に供給する

商品又は役務が、その欠陥により消費者の生命又

は身体に重大な危害を及ぼすおそれがあると認め

る場合において、当該危害を防止するため緊急の

必要があると認めるときは、法令に定める措置を

とる場合を除き、当該商品又は役務の名称、これ

を供給する事業者の住所及び氏名又は名称その他

必要な事項を県民に明らかにするものとする。 

２　知事が前項の規定により県民に明らかにしたと

きは、当該商品又は役務を供給する事業者は、直

ちに当該商品又は役務の供給の中止、当該商品の

回収又は周知その他危害を防止するため必要な措

置を講じなければならない。 

（品質等の表示の適正化） 

第十九条　事業者は、消費者が誤りなく商品又は役

務を選択することができるようにするため、消費

者に供給する商品又は役務について、品質、量

目、価格、製造年月日（食品にあつては、消費期

限又は賞味期限）、保存方法、保証期間、事業者名

等を適正に表示するよう努めなければならない。 

２　事業者は、消費者が価格の正確な比較をするこ

とができるようにするため、消費者に供給する商

品について、基準単位量及びこれに対応する価格

をわかりやすく表示するよう努めなければならな

い。 

（広告の適正化） 

第十九条の二　事業者は、消費者に供給する商品又

は役務に関する広告について、虚偽又は誇大な表

現、消費者が選択を誤るおそれのある表現その他

の不適正な表現を避け、消費者が商品又は役務を

正しく選択するために必要とする正確な情報を消

費者に提供しなければならない。 

（包装の適正化） 

第二十条　事業者は、消費者に供給する商品につい

て、環境の保全に配慮するとともに、消費者に誤

認を与え、又は内容物の保護若しくは品質の保全

に必要な限度を超える包装を行わないようにしな

ければならない。 

（アフターサービスの適正化） 

第二十一条　事業者は、消費者に供給した商品に対

する修理等のアフターサービスの徹底に努めなけ

ればならない。 

（自主基準の設定） 

第二十二条　事業者は、消費者が容易に商品又は役

務の選択ができるようにするため、消費者に供給

する商品又は役務について、規格、表示の基準、

包装の基準その他必要な事項に関する基準（以下

単に「基準」という。）を自主的に定めるよう努め

なければならない。 

２　知事は、事業者が前項の規定により定める基準

に関し必要な指導又は助言を行うものとする。 

（県の基準の設定） 

第二十三条　知事は、消費者の利益の擁護及び増進

のため特に必要があると認めるときは、事業者が

消費者に供給する商品又は役務について、基準を

定めることができる。 

２　知事は、前項の規定により基準を定めようとす

るときは、審議会の意見を聴くものとする。これ

を変更し、又は廃止しようとするときも、同様と

する。 

３　事業者は、消費者に供給する商品又は役務が第

一項の規定により定められた基準（以下「県の基

準」という。）に適合するようにしなければならな

い。 

４　知事は、事業者が消費者に供給する商品又は役

務が県の基準に適合していないと認めるときは、

当該事業者に対し、県の基準に適合した商品又は

役務を消費者に供給するよう指導し、又は勧告す

るものとする。 

（試験、検査等の実施） 

第二十四条　知事は、消費者の利益の擁護及び増進

のため、必要に応じ、事業者が消費者に供給する

商品について、試験、検査等を行うものとする。 

（不当な取引行為の禁止） 

第二十四条の二　事業者は、その供給する商品又は

役務の取引に当たつて、次の各号のいずれかに該

当する行為で知事が指定する行為（以下「不当な

取引行為」という。）を行つてはならない。 

一　消費者に対し商品又は役務の売買又は提供に

係る契約（以下「商品売買契約等」という。）の

締結について勧誘しようとして、消費者に迷惑

を及ぼし、又は消費者を欺いて消費者に接触す

る行為 

二　消費者との商品売買契約等の締結又はその勧

誘に際して、口頭によると文書によるとを問わ

ず、消費者が当該商品売買契約等に関する事項

を正確に認識することを妨げるおそれがある行

為 
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三　消費者との商品売買契約等の締結又はその勧

誘に際して、契約を締結させようとして消費者

に害を加え、消費者を威迫し、又は困惑させる

等消費者の自由な意思形成を妨げるおそれがあ

る行為 

四　消費者に不当に不利益となる内容の条項を含

む商品売買契約等を締結させる行為 

五　消費者との商品売買契約等に関し、消費者又

はその関係人を欺き、威迫し、又は困惑させる

等により、商品売買契約等（当該契約の成立、

存続又はその内容について当事者間で争いのあ

るものを含む。）に基づく債務の履行を請求し、

又は当該債務を履行させる行為 

六　消費者との商品売買契約等に関し、法令の規

定若しくは契約に基づく債務の全部若しくは一

部の履行を拒否し、又は正当な理由なく遅延さ

せる行為 

七　消費者との商品売買契約等に関し、法律上認

められた消費者の権利の行使を妨げるおそれが

ある行為 

八　商品若しくは役務を販売若しくは提供する事

業者からの商品若しくは役務の購入若しくは提

供を受けることを条件若しくは原因として信用

の供与をする契約又は保証を受託する契約（以

下「与信契約等」という。）について、消費者の

利益を不当に害することを知つていた、又は知

り得べきであつたにもかかわらず、その締結を

勧誘し、若しくは締結させ、又は消費者の利益

を不当に害する方法で与信契約等に基づく債務

の履行を迫り、若しくは債務の履行をさせる行

為 

（不当な取引行為の是正措置） 

第二十四条の三　知事は、事業者が不当な取引行為

を行つている疑いがあると認めるときは、速やか

に必要な調査を行うものとする。 

２　知事は、前項の規定による調査の結果、当該調

査の対象となつた事業者が前条第一項に違反して

いると認めるときは、当該事業者に対し、その旨

を通知するとともに、当該違反に係る是正措置を

講ずるよう指導し、又は勧告するものとする。 

３　知事は、前項の規定により勧告した場合におい

て必要があると認めるときは、当該勧告を受けた

事業者に対し、当該勧告に基づいて講じた措置及

びその結果について、報告を求めることができ

る。 

（不当な取引の未然防止） 

第二十四条の四　知事は、事業者が不当な取引行為

を行うおそれがあると認めるときは、消費者に不

利益が生ずることを未然に防止するため、必要な

調査又は指導を行うことができる。 

２　知事は、前項の規定による調査又は指導を行う

ため必要があると認めるときは、当該事業者に対

し、資料の提出又は事情の説明を求めることがで

きる。 

（緊急被害防止措置） 

第二十四条の五　知事は、事業者が不当な取引行為

を行うことにより相当多数の消費者に不利益を生

じさせるおそれが高いと認める場合において、当

該不利益の発生又は拡大を防止するため緊急の必

要があると認めるときは、当該不当な取引行為の

内容、当該不当な取引行為を行つている、又は行

うおそれのある事業者の氏名又は名称及び住所そ

の他必要な事項を県民に明らかにするものとす

る。 

第四章　苦情の処理及び訴訟の援助に関する施策 

第二十五条　削除 

（知事の消費者苦情の処理） 

第二十六条　知事は、消費者苦情の申出があつたと

きは、速やかにその内容を調査し、当該消費者苦

情を解決するため、あつせんその他の必要な措置

を講ずるものとする。この場合において、知事

は、必要があると認めるときは、当該消費者苦情

に係る事業者に対し、資料の提出又は説明を求め

ることができる。 

（委員会の調停） 

第二十七条　知事は、前条の規定によるあつせんそ

の他の措置によつて解決することができなかつた

消費者苦情については、これを委員会の調停に付

することができる。 

２　委員会は、調停のため必要があると認めるとき

は、当事者その他の関係人の出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

（訴訟の援助） 

第二十八条　知事は、消費者が事業者を相手に提起

する訴訟（民事訴訟法（平成八年法律第百九号）

第二百七十五条に規定する和解及び民事調停法

（昭和二十六年法律第二百二十二号）による調停

を含む。以下同じ。）が、次の各号のいずれにも該

当する場合には、委員会の意見を聴いて、当該訴

訟を提起する者に対し、規則で定めるところによ

り、当該訴訟に要する費用の貸付けその他の必要

な援助を行うことができる。 

一　委員会の調停によつて解決されなかつた消費

者苦情に係るものであること。 

二　一件当たりの被害額が規則で定める額以下の

消費者苦情に係るものであること。 

三　同一又は同種の被害が多数発生し、又は発生

するおそれがある消費者苦情に係るものである

こと。 

四　その他規則で定める要件に該当するものであ

ること。 

（貸付金の返還） 

第二十九条　前条の規定により訴訟に要する費用の

貸付けを受けた者（以下「借受者」という。）は、
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当該訴訟が終了したときは、規則で定めるところ

により、当該貸付金を返還しなければならない。 

２　知事は、前項の規定にかかわらず、借受者が規

則で定めるやむを得ない理由により貸付金を返還

することができないと認める場合には、当該貸付

金の全部又は一部の返還を免除することができ

る。 

（知事への申出） 

第二十九条の二　県民は、事業者がこの条例の定め

を遵守していないため、消費者の権利が侵されて

いると信じるに足りる相当の理由があるときは、

知事に対しその旨を申し出て、適切な措置をとる

べきことを求めることができる。 

２　知事は、前項の規定による申出があつたとき

は、その内容を調査し、その申出に理由があると

認めるときは、この条例に基づいて適切な措置を

とるものとする。 

３　知事は、県民の消費生活の安定と向上を図るた

め必要があると認めるときは、第一項の規定によ

る申出の内容並びにその処理の経過及び結果を県

民に明らかにすることができる。 

第五章　生活関連物資に関する施策 

（価格等の調査） 

第三十条　知事は、県民の消費生活との関連性が高

い物資（以下「生活関連物資」という。）につい

て、必要に応じ、その価格の動向、需給状況及び

流通の実態に関し調査を行うものとする。 

２　事業者は、前項の規定による調査に協力するも

のとする。 

（物資の指定及び調査） 

第三十一条　知事は、生活関連物資の供給が著しく

不足し、若しくは価格が著しく上昇し、又はその

おそれがある場合において、県民の生活に重大な

影響を及ぼすと認めるときは、当該物資を特別の

調査を要する物資として指定するものとする。 

２　知事は、前項の規定により指定された物資（以

下「特定生活関連物資」という。）について、供給

の不足の原因、価格上昇の原因その他必要な事項

に関し速やかに調査するものとする。 

３　知事は、第一項に規定する事態が消滅したと認

めるときは、同項の規定による指定を解除するも

のとする。 

（不当な事業活動の是正勧告） 

第三十二条　知事は、事業者が特定生活関連物資の

円滑な流通を不当に妨げ、又は適正な利得を著し

く超える価格でこれを販売していると認めるとき

は、当該事業者に対し、不当な事業活動を是正す

るよう指導し、又は勧告するものとする。 

第六章　削除 

第三十三条及び第三十四条　削除 

第七章　雑則 

（関係行政機関への要請） 

第三十五条　知事は、県民の消費生活の安定及び向

上を促進するため特に必要があると認めるとき

は、関係行政機関に対し、適切な措置をとるよう

要請するものとする。 

（情報提供） 

第三十六条　知事は、この条例の他の規定に定める

もののほか、消費生活の安定及び向上を促進する

ため必要があると認めるときは、消費者からの相

談又は苦情に係る商品若しくは役務又はこれらの

取引行為に関する情報、事業者が消費者に供給す

る商品の試験、検査等の結果に係る情報、委員会

の調停の結果に係る情報、生活関連物資又は特定

生活関連物資の価格の動向等の調査の結果に係る

情報等を消費者に提供するものとする。 

２　知事は、消費者の利益の擁護及び増進を図るた

め必要があると認めるときは、消費者からの相談

又は苦情に係る商品若しくは役務又はこれらの取

引行為に関する情報等を事業者に提供することが

できる。 

（立入検査等） 

第三十七条　知事は、第十八条第一項、第二十四条

の三第一項、第二十四条の四第一項又は第三十一

条第二項の規定による調査のため必要があると認

めるときは、当該調査に係る事業者に対し報告を

求め、又はその職員をして、その事務所、事業所

その他の場所に立ち入り、帳簿、書類その他の物

件を検査させ、若しくは関係人に質問させること

ができる。 

２　前項の規定により、立入検査又は質問をする職

員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があつたときは、これを提示しなければなら

ない。 

３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜

査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（公示） 

第三十八条　知事は、次の場合には、その旨を広島

県報で公示しなければならない。 

一　第二十三条第一項の規定により基準を定めた

場合（当該基準を変更し、又は廃止した場合を

含む。） 

二　第二十四条の二の規定により不当な取引行為

を指定した場合（当該指定内容を変更し、又は

廃止した場合を含む。） 

三　第三十一条第一項の規定により特定生活関連

物資の指定をし、又は同条第三項の規定により

当該指定を解除した場合 

（公表） 

第三十九条　知事は、事業者が次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、その旨を公表するこ

とができる。 
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一　第十八条第二項、第二十三条第四項、第二十

四条の三第二項又は第三十二条の規定による勧

告に従わなかつたとき。 

二　第三十七条第一項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定によ

る検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しく

は同項の規定による質問に対し答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をしたとき。 

（委任） 

第四十条　この条例に定めるもののほか、この条例

の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附則　略 
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消費者行政をめぐる国と県の動き（年表） 

 年 主な消費者問題 国 広島県

 昭和 41 年 
（1962）

●知事直属企画室の事務分掌と

して「消費者行政に関するこ

と」を明記

 昭和 43 年 
（1968）

☆カネミ油症事件，ＰＣＢの毒

性が社会問題化

○消費者保護基本法制定 
○割賦販売法改正

 昭和 44 年 
（1969）

☆欠陥自動車問題

 昭和 45 年 
（1970）

○ＪＡＳ法改正 
●国民生活センター設立

 昭和 46 年 
（1971）

☆果実飲料等表示問題 ●消費生活センターを中区八丁

堀に設置

 昭和 47 年 
（1972）

☆ＰＣＢ問題（行政指導により

製造中止）

○景品表示法改正 
○割賦販売法改正 
○食品衛生法改正

 昭和 48 年 
（1973）

☆第１次オイルショック 
☆ヤミカルテル多発 

○消費生活用製品安全法制定 
○生活関連物資等の買占め売惜

しみに対する緊急措置に関する

法律（買占め防止法）制定 
○有害物質を含有する家庭用品

の規制に関する法律制定 
○化学物質の審査及び製造等の

規制に関する法律制定 
○買占め防止法改正，国民生活

安定緊急措置法制定

●消費生活センター福山支所開

設 
●消費生活センター三次支所開

設

 昭和 51 年 
（1976）

☆欠陥住宅問題化 
☆サラ金被害社会問題化

○訪問販売等に関する法律

（訪問販売法）制定

○広島県消費生活条例制定

 昭和 52 年 
（1977）

○独占禁止法改正 ○広島県単位価格表示実施要

綱制定

 昭和 53 年 
（1978）

○無限連鎖講の防止に関する

法律（ネズミ講防止法）制定

○広島県地域食品認証要綱等

制定

 昭和 54 年 
（1979）

☆第２次オイルショック ○自動販売機により提供する

商品等の表示の基準制定

 昭和 57 年 
（1982）

○海外商品市場における先物

取引の受託等に関する法律

（海先法）制定

 昭和 58 年 
（1983）

☆食品添加物問題 ○貸金業の規制等に関する法

律（貸金業規制法）制定

○広島県消費生活条例一部改

正

 昭和 59 年 
（1984）

●ＰＩＯ－ＮＥＴ運用開始 
○割賦販売法改正

 昭和 60 年 
（1985）

☆豊田商事事件 ●生活センターに改組（県庁

内に移転）

 昭和 61 年 
（1986）

○特定商品等の預託等取引契

約に関する法律（預託法）制

定 
○有価証券に係る投資顧問業

の規制に関する法律制定

 昭和 62 年 
（1987）

○抵当証券業の規制等に関す

る法律制定

○広島県消費生活条例一部改

正 
○不当な取引行為を指定

 昭和 63 年 
（1988）

☆国債ねずみ講問題化 ○ネズミ講防止法改正 
○訪問販売法律改正

 平成元年 
（1989）

☆消費税導入（３％）

 平成２年 
（1990）

☆マルチ，マルチまがい商法

被害，悪質電話勧誘苦情増加
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 年 主な消費者問題 国 広島県

 平成４年 
（1992）

○ゴルフ場等に係る会員契約

の適正化に関する法律制定

○広島県消費生活条例一部改

正

 平成５年 
（1993）

○ＪＡＳ法改正

 平成６年 
（1994）

○不動産特定共同事業法制定 
○製造物責任法（ＰＬ法）制

定

 平成７年 
（1995）

○旅行業法改正 
○食品衛生法及び栄養改善法

改正 
○保険業法全部改正

○広島県消費生活条例一部改

正 
●生活センター中区袋町に移

転

 平成８年 
（1996）

☆大規模食中毒続出 ○訪問販売法改正 ○広島県消費生活条例一部改

正

 平成 10 年 
（1998）

☆環境ホルモン問題 ○金融システム改革法制定 ○広島県地域食品認証要綱等

廃止

 平成 11 年 
（1999）

☆コンピュータウィルス被害

急増

○訪問販売法及び割賦販売法

改正 
○ＪＡＳ法改正 
○貸金業規制法改正

 平成 12 年 
（2000）

☆乳製品による食中毒事件 ○消費者契約法制定 
○金融商品の販売等に関する

法律制定 
○訪問販売法改正，特定商取

引に関する法律（特定商取引

法）と改称 
○割賦販売法改正

○広島県消費生活条例一部改

正

 平成 13 年 
（2001）

☆電子商取引及び迷惑メール

被害急増 
☆狂牛病問題が発生

○電子消費者契約及び電子承

諾通知に関する民法の特例に

関する法律（電子消費者契約

法）制定

●生活センターを廃止 
●本庁組織として消費生活室

を設置（中区袋町）

 平成 14 年 
（2002）

☆食品偽装表示事件等が多発 ○特定商取引法改正 
○ＪＡＳ法改正

●消費生活室を県庁構内に移

転

 平成 15 年 
（2003）

☆架空請求トラブル急増 
☆アメリカ産牛肉ＢＳＥ問題 
☆多重債務，ヤミ金が社会問

題化

○食品安全基本法制定 
○景品表示法改正

 平成 16 年 
（2004）

☆高病原性鳥インフルエンザ

の発生 
☆架空請求・成りすまし詐欺

のトラブル多発

○特定商取引法改正 
○消費者保護基本法改正，消

費者基本法に改称 
○公益通報者保護法制定 

 平成 17 年 
（2005）

☆悪質住宅リフォーム詐欺が

多発 
☆多重債務問題深刻化

○食育基本法制定 
○ＪＡＳ法改正

○広島県消費生活条例一部改

正

 平成 18 年 
（2006）

☆エレベータ事故が多発 
☆ガス瞬間湯沸かし器による

一酸化炭素中毒事故問題

○消費者契約法改正 
○証券取引法を金融商品取引

法に改称 
○貸金業法，出資法，利息制

限法改正

○広島県消費生活条例一部改

正

 平成 19 年 
（2007）

☆食品表示偽造事件が多発

 平成 20 年 
（2008）

☆中国産冷凍ギョウザ問題が

発生

○特定商取引法及び割賦販売

法改正 
○景品表示法改正 
○消費生活用製品安全法改正 
○消費者契約法改正 
○消費者安全法制定

○広島県消費生活条例一部改

正 
●消費生活課に名称変更
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 年 主な消費者問題 国 広島県

 平成 21 年 
（2009）

☆劇場型勧誘被害多発 ○ＪＡＳ法改正 
○米トレーサビリティ法制定 
○海先法廃止 
●消費者庁創設

 平成 22 年 
（2010）

☆貴金属等の押し買いが社会

問題化

◎「消費者基本計画」策定 ●県内全市町に消費生活相談

窓口設置

 平成 23 年 
（2011）

☆東日本大震災，原発事故発

生 
☆震災に便乗した商法続発 
☆放射性物資に対する不安広

がる

●越境消費者センター開設 ◎「広島県消費者基本計画」

策定

 平成 24 年 
（2012）

☆サクラサイト商法，劇場型

投資被害，被害を取り戻すと

いう二次被害，健康食品の送

りつけ商法多発 
☆コンプガチャ問題

○特定商取引法改正 
○消費者教育の推進に関する

法律制定 
○消費者基本法改正 
○消費者安全法改正 
○金融商品取引法改正

 平成 25 年 
（2013）

☆美白化粧品による白斑トラ

ブル発覚 
☆メニュー表示等の不正事案

多発 
☆冷凍食品の農薬混入事案発

覚

○食品表示法制定 
○食品衛生法，ＪＡＳ法，健

康増進法，消費者契約法改正 
○消費税転嫁対策特別措置法

制定 
○消費者の財産的被害の集団

的な回復のための民事の裁判

手続の特例に関する法律制定

 平成 26 年 
（2014）

☆消費期限切れ食肉販売問題

発覚

○特定商取引法改正 
○景品表示法改正 
○消費者安全法改正

 平成 27 年 
（2015）

☆マイナンバー制度開始 ◎「消費者基本計画」策定 
●消費者ホットライン「１８

８」の三桁化 
●越境消費者センターが消費

者庁から国民生活センターに

移管

◎「広島県消費者基本計画」

（第２次）策定

 平成 28 年 
（2016）

☆電力小売の自由化スタート

に伴う便乗商法多発

○特定商取引法改正 
○消費者契約法改正 
○割賦販売法改正 
●SDGs 推進本部を設置

○広島県消費生活条例一部改

正

 平成 29 年 
（2017）

☆格安旅行会社の経営破綻 ○独立行政法人国民生活セン

ター法改正

 平成 30 年 
（2018）

☆オーナー商法，シェアハウ

ス投資でのトラブル多発 
☆仮想通貨の不正流出事件

○消費者契約法改正 
○民法改正 
○チケット不正転売禁止法制

定 
●訪日観光客消費者ホットラ

イン開設

 令和元年 
（2019）

☆改元に便乗した消費者トラ

ブル発生

○食品ロスの削減の推進に関

する法律制定 
○民法改正

 令和２年 
（2020）

☆コロナ禍 
☆コロナに便乗した商法続発

◎「消費者基本計画」策定 
○公益通報者保護法改正 
○割賦販売法改正

◎「広島県消費者基本計画

（第３次）」策定 
●新型コロナウイルス感染症

対策県民生活相談窓口設置

 令和３年 
（2021）

☆コロナに便乗した商法続発 
☆トイレ・水回り修理で高額

請求事案多発

○民法改正 
○取引デジタルプラットフォ

ーム消費者保護法制定 
○特定商取引法、預託法改正
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　　凡例；☆主な消費者問題、○法制定・改正等、●組織・仕組みの設置・改正、◎計画等、◇その他 

 

 年 主な消費者問題 国 広島県

 令和４年 
（2022）

☆成年年齢引き下げ 
☆詐欺的定期購入商法が多発 
☆霊感商法問題 
☆生活必需品の値上げ相次ぐ

○消費者裁判手続特例法改正

○消費者契約法及び独立行政

法人国民生活センター法の一

部を改正する法律制定 
○法人寄附不当勧誘防止法制

定 
◇消費生活相談のデジタル化

アクションプラン公表

 令和５年 
（2023）

☆SNS 型投資詐欺が多発 
☆中古車販売店による保険金

不正請求問題

○景品表示法改正 
○生活衛生等関係行政の機能

強化のための関係法律の整備

に関する法律制定 
◇ステルスマーケティング告

示の指定

 令和６年 
（2024）

☆紅麹を含む健康食品による

健康被害問題 
☆米の価格高騰

○消費生活用製品安全法改正
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策定経緯

○写
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　令和６（２０２４）年 

　　　　６月２０日 広島県議会生活福祉保健委員会（計画策定について） 

　　　　７月３１日 令和６年度第１回広島県消費生活審議会 

　　　　　　　　　 （前年度の取組状況及び諮問） 

　　　１０月１１日 広島県議会生活福祉保健委員会（計画骨子案について） 

　　　１０月２２日 令和６年度第２回広島県消費生活審議会（計画骨子案の審議） 

　　　１２月１３日 広島県議会生活福祉保健委員会（計画素案について） 

　　　１２月１３日～１月１６日 県民意見募集（パブリックコメント）の実施 

　　　１２月２４日 令和６年度第３回広島県消費生活審議会（計画素案の審議） 

　　　１２月２５日 関係団体等との意見交換 

　令和７（２０２５）年 

　　　　１月２０日 広島県議会生活福祉保健委員会（計画素案の集中審議） 

　　　　３月　５日 広島県議会生活福祉保健委員会 

　　　　３月２４日 広島県消費生活審議会から答申 

　　　　３月末  計画策定 

 

 

「第４次広島県消費者基本計画素案」を公表し、意見募集を実施したところ、 

11 件（１人・６団体）の御意見をいただきました。 

 

 

 計画の策定経過

 県民意見募集（パブリックコメント）の実施

 実施期間 令和６年 12 月 13 日（金）～令和７年１月 16 日（木）

 
公表場所

県ホームページ、広島県消費生活課、 

広島県行政情報コーナー、各総務事務所（支所）

 受付方法 郵便、ファクシミリ、電子メール、電子申請

 

御意見のあった主な項目

・消費者問題に関する広報強化 

・事業者指導の強化 

・消費生活相談員の確保・育成　等

（計画素案への意見への対応について）
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広島県消費生活審議会委員名簿 

 

 

 

 区分 氏　名 所　属　機　関　名　等

 

学
識
経
験
者

豊田　博昭 広島修道大学名誉教授（会長）

 田中　由美子 九州女子大学家政学部教授

 伊藤　圭子 広島大学名誉教授

 中原　朝男 広島県立海田高等学校長

 大村　真司 弁護士

 荒木　紀貴 中国新聞社編集委員室長

 

消
費
者
代
表

石橋　奉功 公益財団法人 全国消費生活相談員協会消費生活相談員

 原　公子 公益社団法人 広島消費者協会理事

 岩永　昌子 広島県生活協同組合連合会理事

 竹下　純子 広島県地域女性団体連絡協議会副会長

 小池　英樹 社会福祉法人広島県社会福祉協議会常務理事兼事務局長

 柏崎　恵 広島県ＰＴＡ連合会副会長

 

事
業
者
代
表

植野　実智成 広島県商工会議所連合会幹事長

 長谷川　信男 広島県商工会連合会専務理事

 原田　幸雄 一般社団法人 広島県生活衛生同業組合連合会評議員

 大西　淑子 広島県訪問介護事業連絡協議会副会長

 池田　道晴 全国農業協同組合連合会広島県本部副本部長

 藤原　久美子 公益財団法人ひろしまこども夢財団理事長

 
市
町
代
表

明岳　周作 広島県市長会（江田島市長）（Ｒ６.12.４まで）

 
岡田　吉弘 広島県市長会（三原市長）（Ｒ７.２.１から）

 
橋本　博明 広島県町村会（安芸太田町長）



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【よくある相談事例】

第４次広島県消費者基本計画 

令和７（2025）年３月策定 

 

　　　　　広島県環境県民局消費生活課 

　　　　　〒730-8511 広島市中区基町 10 番 52 号 

　　　　　TEL：082-513-2730 

　　　　　E-mail：kansyouhi@pref.hiroshima.lg.jp


